
 

 

第３回都区財政調整協議会幹事会 次第 

 

 

 

  １ 日 時     令和３年１２月２３日（木） 午後６時～ 

 

  ２ 場 所     東京区政会館 １９１会議室 

 

  ３ 議 題   令和４年度都区財政調整について 

 

  ４ 進行次第（司会：特別区財政課長会幹事長） 
（１） 財源見通し 
（２） 協 議 

    ・都側提案事項について 
    ・区側提案事項について 
    ・その他について 
（３） その他 
 

 ５ 配付資料 
   （１）平成 19 年度の国から地方への税源移譲に伴う特別区民税影響見込額

（令和 3年度分） 
（３）令和 4年度都区財政調整協議個別課題についての都区双方の考え方 

  （第 3回財調協議会幹事会：R3.12.23） 

 



（都）

（単位：千円）

区 名
個人住民税の
税率フラット化
(A=B+C)

総所得金額等の
税源移譲
影響見込額
(B)

退職分離
税源移譲
影響見込額
(C)

千代田区 △ 5,355,298 △ 5,206,676 △ 148,622 △ 62,605 △ 5,417,903

中 央 区 △ 5,188,009 △ 5,201,574 13,565 △ 164,319 △ 5,352,328

港 区 △ 24,470,275 △ 24,340,988 △ 129,287 △ 223,409 △ 24,693,684

新 宿 区 △ 4,586,581 △ 4,649,715 63,134 △ 318,650 △ 4,905,231

文 京 区 △ 4,651,282 △ 4,689,169 37,887 △ 208,685 △ 4,859,967

台 東 区 704,480 675,911 28,569 △ 201,052 503,428

墨 田 区 2,343,701 2,321,326 22,375 △ 273,525 2,070,176

江 東 区 839,136 814,422 24,714 △ 506,525 332,611

品 川 区 △ 1,986,233 △ 2,002,413 16,180 △ 405,720 △ 2,391,953

目 黒 区 △ 6,758,617 △ 6,808,565 49,948 △ 272,547 △ 7,031,164

大 田 区 2,566,293 2,476,386 89,907 △ 734,438 1,831,855

世田谷区 △ 13,420,983 △ 13,055,693 △ 365,290 △ 855,394 △ 14,276,377

渋 谷 区 △ 14,762,139 △ 14,554,016 △ 208,123 △ 217,118 △ 14,979,257

中 野 区 1,227,141 1,177,317 49,824 △ 328,902 898,239

杉 並 区 △ 1,297,116 △ 1,397,293 100,177 △ 556,106 △ 1,853,222

豊 島 区 △ 333,557 △ 347,545 13,988 △ 278,243 △ 611,800

北 区 2,958,799 2,895,578 63,221 △ 341,119 2,617,680

荒 川 区 1,711,158 1,711,442 △ 284 △ 204,145 1,507,013

板 橋 区 4,966,884 4,886,355 80,529 △ 545,695 4,421,189

練 馬 区 3,035,320 2,980,156 55,164 △ 697,020 2,338,300

足 立 区 6,686,356 6,632,030 54,326 △ 647,548 6,038,808

葛 飾 区 4,591,050 4,544,229 46,821 △ 434,215 4,156,835

江戸川区 5,770,111 5,721,863 48,248 △ 657,610 5,112,501

合 計 △ 45,409,661 △ 45,416,632 6,971 △ 9,134,590 △ 54,544,251

調整控除（人的
控除差に基づく
負担調整措置）
の影響見込額

(D)

税源移譲
影響見込額
(E=A+D)

平成19年度の国から地方への税源移譲に伴う特別区民税影響見込額（令和３年度分）



【都側提案事項】

１算定方法の見直し等

№ 項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

1 広報広聴費の見直
し

特別区において有料広告事業を行っている実態を踏まえ、
特定財源として「広告料収入」を新規算定する。
（第１回幹事会）

広告料収入は、各区が厳しい財政状況の中で、歳入確保の
ために努力した成果であり、本事業を行うことによって必
然的に発生する歳入ではない。そのため、広告料収入を財
調算定すべきとする都案は妥当ではない。
（第２回幹事会）

平成27年度財調協議において、庁舎維持管理費の土地及び
建物使用料について、区側は「各区の財源確保努力を財調
に反映していくことについては、区側としても当然であ
り、またそういったことを踏まえながら、健全な議論をし
ていくことについては、都区双方で認識が一致しているも
のと考えている。」と発言している。
都側としては、庁舎維持管理費と同様に、広報広聴費につ
いての財源確保努力も財調に反映させるべきと考えるが、
なぜ、区側は両者で考え方を変えるのか、その理由を伺
う。
（第３回幹事会）

令和4年度都区財政調整協議個別課題についての都区双方の考え方（第3回財調協議会幹事会：R3.12.23）

取扱注意
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１算定方法の見直し等（つづき）

№ 項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

2 職員互助組合等交
付金の見直し

職員互助組合等交付金のうち事業運営助成金について、特
別区の実態を踏まえ、算定の見直しを行う。
（第１回幹事会）

職員互助組合等交付金における一部の事業のみの検証結果
からの提案であり、経費全体の検証が不十分であることか
ら、都案は妥当ではない。
（第２回幹事会）

本事業は、昭和50年度以降、一度も見直しがされていない
事業である。また、総務省の「地方公共団体における福利
厚生事業の状況概要」によれば、福利厚生事業に対する公
費負担割合は、平成16年度から平成30年度にかけて、全国
自治体の平均で約90％の減、特別区においても約20％の減
となっている。
事業運営助成金については、平成16年度以降標準区経費を
12,530千円としており、今回の見直しでは約15％減の
10,600千円となるため、少なくとも本経費については、見
直すべきと考える。
（第３回幹事会）

3 出張所管理運営費
の見直し

出張所管理運営費について、特別区の実態を踏まえ、算定
の見直しを行う。
（第１回幹事会）

都案は、人口と決算額の相関のみに着目し、標準区経費を
一部固定から全固定に変更する提案となっている。しかし
ながら、本事業の標準区経費の設定においては、標準区に
おける施設の箇所数・面積等を考慮し設定すべきであるこ
とから、都案は妥当ではない。
（第２回幹事会）
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１算定方法の見直し等（つづき）

№ 項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

出張所管理運営費
の見直し
（つづき）

本事業は、平成3年度に算定充実して以降、見直しがされて
いない事業である。また、都側調査の結果、決算額と現行
算定額との乖離が確認できたことから、見直しが必要な経
費である。
現在の標準区は、区側の言う施設の箇所数・面積等を考慮
した設定とはなっていない。このことから、都案のとおり
整理すべきである。
（第３回幹事会）

4 老人クラブ助成事
業費の見直し

実施区が1区のみである老人社会奉仕団活動育成事業費の算
定を廃止するとともに、特別区の実態を踏まえ、老人クラ
ブ助成事業に係る需用費及び役務費を見直す。
（第１回幹事会）

特別区の実態に基づく合理的かつ妥当な内容と考えられる
ため、都案に沿って整理する。
（第２回幹事会）

5 成人保健対策費
（訪問指導）の廃
止

本事業については、実施区が5区のみであることから、算定
を廃止する。
（第１回幹事会）

都案は、直営や委託などの実施形態を含めた事業実施区数
や実施件数が不明確であり、区の実態を踏まえた提案であ
るか判断できないため、妥当ではない。
（第２回幹事会）
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１算定方法の見直し等（つづき）

№ 項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

成人保健対策費
（訪問指導）の廃
止
（つづき）

本提案にあたり、各区に対して委託料とその他の経費につ
いて調査しているため、直営も委託も含めた調査となって
おり、区の実態を踏まえた提案である。
また、実施件数が不明確とのことだが、都は実施区数が5区
のみであり、普遍性がないことから廃止提案をしている。
なぜ判断に実施件数が必要なのか、その理由を伺う。
（第３回幹事会）

6 不燃ごみ中継作業
経費の見直し
（態容補正）

不燃ごみ中継施設の用地賃借料について、平成25年度以降
算定実績がなく、また、当該施設を有する2区においては従
前から算定実績がないことから、算定を廃止する。
（第１回幹事会）

特別区における廃棄物処理体制は、中継施設も含めて一体
として機能しているものであり、現時点においてもその普
遍性は変わっていない。不燃ごみ中継施設における用地賃
借料についても、平成25年度以降算定実績がないとして
も、施設が存在する限り、移転及び改築等により将来発生
する可能性がある経費であることから、算定を廃止する都
案は妥当ではない。
（第２回幹事会）

平成28年度財調協議において本経費の算定廃止を提案した
際に、区側は「堀船中継所について、隅田川堤防工事に伴
い、その工事期間中に施設利用ができなくなる。代替手段
として用地賃借料が発生する可能性があることを鑑み、代
替手段が確定後に用地賃借料加算の取扱いを協議すること
について異論はない。」と発言している。
堀船中継所はすでに中継施設としての役割を終え、中継作
業経費自体が算定されていないことから、用地賃借料加算
の廃止は妥当であると考える。
なお、都として財調上での算定を否定するものではなく、
移転や改築等の可能性が生じた段階で、改めて財調協議の
場で協議し対応すべきものと考えている。
（第３回幹事会）
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１算定方法の見直し等（つづき）

№ 項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

7 不燃ごみ中継施設
の改築・プラント
更新経費加算の廃
止
（態容補正）

不燃ごみ中継施設は、不燃ごみ量の減少等により廃止が続
いており、現状では2施設となっている。また、改築・プラ
ント更新の予定がないことを当該施設を有する2区に確認し
ている。
本補正は平成18年度に設定して以来、一度も算定実績がな
く、また、今後算定する見込みもないことから、算定を廃
止する。
（第１回幹事会）

特別区における廃棄物処理体制は、中継施設も含めて一体
として機能しているものであり、現時点においてもその普
遍性は変わっていない。また、これまで算定実績がなく、
現時点で改築等の計画がないとしても、中継施設の改築・
プラント更新の経費は、施設が存在する限り、将来明らか
に発生する経費であり、当補正は継続すべきである。
（第２回幹事会）

都としても廃棄物処理体制が不燃ごみ中継施設を含めて機
能していることは理解している。一方で、将来的に改築等
が想定されるものの、少なくとも当面その予定がないこと
を確認しており、実績が見込めないため、廃止を提案して
いるものである。
都として財調上での算定を否定するものではなく、改築等
の可能性が生じた段階で、改めて財調協議の場で協議し対
応すべきものと考えている。
（第３回幹事会）

8 農業委員会運営経
費の見直し
（態容補正）

農業委員会運営費における特定財源について、農業委員会
交付金の実績を踏まえ、算定を見直す。
（第１回幹事会）

都案は、農業委員会交付金の実績を踏まえ、算定を見直す
とのことだが、実際の農業委員会交付金は農地面積、農家
戸数等を基準として算定を行っているにもかかわらず、農
業委員会設置区の平均により算定を見直す都案は妥当では
ない。
（第２回幹事会）

-5-



１算定方法の見直し等（つづき）

№ 項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

農業委員会運営経
費の見直し
（態容補正）
（つづき）

農業委員会交付金について、区側の意見を踏まえ、農業委
員会設置区の平均によらず、農地面積、農家戸数等の平均
規模で設定した。
（第３回幹事会）

9 農漁業振興経費の
見直し
（態容補正）

農漁業振興に係る経費については、農漁業世帯数に応じて
本態容補正で加算している。
現行算定は、事業実施区が9区しかないにもかかわらず、該
当世帯のある20区に経費を加算している。算定方法改善の
ため、農業委員会を設置している区に対し、該当世帯数に
応じて加算する算定方法に見直す。
（第１回幹事会）

都案は、農業委員会を設置している区に対し、該当世帯数
に応じて加算する算定方法に見直すとしているが、農業委
員会を設置している区は事業実施区のうち、6区にとどまっ
ている。農業委員会設置区のみ算定を行う都案は妥当では
ない。
（第２回幹事会）

現行算定では、事業実施区が9区にとどまる中、農漁業世帯
を有する20区の算定となり、事業を実施していない11区に
ついて過大算定となっている。より実態に近い算定となる
べき態容補正での算定にもかかわらず、その捕捉率は222％
と過大である。
そのため、捕捉率を改善する観点からの見直しとしてい
る。
結果的には、事業実施区のうち6区のみの算定とはなるが、
その捕捉率は66％と改善していることから、現行算定と比
較すると、都側の見直し案は妥当であると考える。
（第３回幹事会）
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１算定方法の見直し等（つづき）

№ 項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

10 公有地拡大推進法
施行事務費の見直
し

公有地拡大推進法施行事務費について、調査したところ、
経費発生区は11区であり、節毎の状況を確認しても、役務
費の7区が最多の節であるため、算定廃止すべき事業と考え
るが、当事業については法施行事務であり、予算化せずに
事業実施している区があることを踏まえ、算定廃止ではな
く、経費を縮減した上で全固定とし、都市整備総務費へ経
費を移行する。
（第１回幹事会）

都案は、実績はあるが経費を明確に区分していない等の理
由で決算額を回答していない区も含め、23区平均により標
準区設定をしていることから、妥当ではない。
経費の移行についても、本事業は個別の法定事務であり、
経費の性質からも、都市整備総務費とは異なるため、都案
は妥当ではない。
（第２回幹事会）

区側から「実績はあるが経費を明確に区分していない等の
理由で決算額を回答していない区も含め、23区平均により
標準区設定をしていることから、妥当ではない」との発言
があったが、その理由について伺う。
（第３回幹事会）

当事務は、法定事務であり、届出や通知を行う事務である
ことから、少なくとも事務的経費は発生するものと見込ま
れる。算定廃止および縮減の都案について、特別区の実態
をもとに標準区経費を設定するためには、届出実績があ
り、既定経費で対応している区があるのであれば、その点
も踏まえて設定すべきと考える。
都案は23区平均により標準区設定をしており、本来の実績
と比較し過少な設定であるため、経費不明区については、
除外して経費設定すべきと考える。
（第３回幹事会）

各区の決算額を基にした見直し案については、23区総体の
充足率が100％を超えるべきではないと考えている。そのた
め、都としては、特定の節に係る事業費実績の23区平均に
より、標準区経費を設定したものであり、妥当性はあると
考える。
なお、決算実績がある区のみに着目し、現行算定における
充足率を確認した結果、各区の充足率の平均は約13,500％
となっており、既定経費の存在を踏まえずとも見直しを行
う必要があると考えるが、区としての見解を伺う。
（第３回幹事会）
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１算定方法の見直し等（つづき）

№ 項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

11 地籍調査事業費の
見直し

地籍調査事業費については、国庫支出金及び都支出金の対
象事業を算定している。
当事業に係る各区の特定財源の実績額を確認したところ、
算定が過大であったことから、算定経費を縮減するととも
に、全比例での算定に変更する。
（第１回幹事会）

都案は、国庫支出金及び都支出金の実績額を補助率で割り
返して事業費を設定しており、補助対象事業費を含めた特
別区の実態を踏まえていないことから、都案は妥当ではな
い。
（第２回幹事会）

区側から「補助対象事業費を含めた実態を踏まえていない
ことから、都案は妥当ではない」との発言があった。
これは、補助実績を基に標準区経費を設定するのではな
く、国費の割り落としを加味したうえで、国庫補助対象事
業に係る経費を基に標準区経費を設定すべきという意味で
理解しているが、誤りがないか伺う。
（第３回幹事会）

国庫補助対象事業を実施するために必須となる経費が補助
対象外経費としてあれば、算定すべき事業になると考えら
れるため、国庫補助対象外事業を含め、事業費総額、特定
財源などの状況から特別区の実態をもとに標準区経費を設
定すべきと考える。
（第３回幹事会）

区側から「国庫補助対象事業を実施するために必須となる
経費が補助対象外経費としてあれば、算定すべき」との発
言があったが、具体的にどういう経費が該当するのか伺
う。
また、当事業については、現在、国庫支出金及び都支出金
の対象事業を標準区経費として算定しており、補助実績と
の乖離が確認できた以上、補助対象外経費の整理を待たず
に見直しを行うべきと考えるが、区の見解を伺う。
（第３回幹事会）
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１算定方法の見直し等（つづき）

№ 項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

12 道路改良工事費の
見直し
（態容補正）

土木費では、道路の更新・改修を含め、全ての区道の改良
工事に要する経費を算定している。
一方、都市計画交付金の交付対象となる都市計画道路の更
新・改修経費については、事業費の実額に基づき算定され
た交付対象経費における地方債収入相当額を、翌年度以降
均等分割により、その他諸費で算定している。
そのため、都市計画道路の更新・改修を行った場合、土木
費における算定額と、都市計画交付金に地方債収入相当額
を加えた額とで、算定の重複が生じていることから、現
在、態容補正を設定し、減額している。
しかし、現在の算定方法では、都市計画交付金算定対象の
地方負担額と本態容補正による減算額が一致せず、財調算
定上の不整合が生じていることから、減算額を「都市計画
交付金算定対象の地方負担額」へ見直すことを提案する。
なお、本提案については、昨年度の財産費の見直しに係る
協議において、区側からの「減算の必要が生じるのは土木
費であり、財産費を見直す必要はない」という発言を受
け、土木費で見直す内容とした。
（第１回幹事会）

区側としては、昨年度の協議により、算定の重複は、土木
費における減算により適切に解消できていると考える。そ
のため、本態容補正による現在の算定方法で不整合は生じ
ていないと考える。なぜ、財調算定上の不整合が生じてい
ると考えるのか、都側の見解を伺う。
（第１回幹事会）
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１算定方法の見直し等（つづき）

№ 項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

道路改良工事費の
見直し
（態容補正）
（つづき）

第1回幹事会において、区側から、財調算定上の不整合が生
じていると考える都の見解を問う発言があった。
都の見解を述べる前に、まずは減算の状況を説明する。論
点メモにまとめているので、資料の方を確認いただきた
い。
まず、昨年度の状況だが、令和2年度については、1区1事業
に対し、態容補正による減算を行った。当事業の地方負担
額は約1億6千6百万円である一方、態容補正減算額は約56万
円となり、約1億6千5百万円もの乖離が出ている。
前回の幹事会で、区側から、昨年度の協議により、算定の
重複は、土木費における減算により適切に解消できている
と考える旨の発言があったので、こちらも検証してみる。
昨年度の協議により見直した事項を反映している令和3年度
については、1区1事業に対し、減算を行っている。当事業
の地方負担額約8百万円に対し、減算額は1千3百万円であ
り、その差はマイナス5百万円となっており、5百万円も余
計に減算されることとなっている。
次に、先ほど説明した令和2年度の事例について、昨年度協
議の見直しを反映して検証した。下段の参考欄にあるとお
り、昨年度の見直しを反映すると減算額は約6千2百万円と
増額となる。しかし、地方負担額と減算額の差は、まだ約1
億4百万円もある。このように昨年度協議の見直しを反映し
ても、金額は全く一致していない。
このように、昨年度協議した、道路改良単価及び本態容補
正の見直し内容を踏まえたとしても、地方負担額と減算額
が一致せず、その結果、令和2年度に関しては減算額が過
少、また令和3年度に関しては減算額が過大となっている。
（つづきあり）

土木費の道路改良工事費では、すべての区道を対象に、都
市計画事業以外の道路改良のための工事費を算定してい
る。その区道の一部を都市計画事業として施工した場合、
都市計画交付金算定対象の地方負担額を都市計画交付金と
財産費で算定することになるため、土木費の道路改良工事
費において、都市計画事業施工面積分が重複することにな
る。このため、態容補正で重複面積分を道路改良工事費か
ら減算しているので、財調算定上の重複はすでに解消され
ている。よって、財調算定上は、重複する施工面積を一致
させれば良く、都側提案のように減算する金額を一致させ
る必要はない。現在の算定方法により、都市計画事業とし
て道路改良工事を施工した区に対する需要額の算定及び重
複の減算は適切に行われており、区間配分が公正・公平で
ない状態は生じていないと考える。
今回の都側提案は、都市計画交付金算定対象の地方負担額
と土木費の減算額を同額とするものであり、これにより実
質的に都市計画交付金対象事業の財源保障がなされなくな
ることを意味している。平成18年度財調協議において、都
市計画交付金について、財調制度と合わせて特別区の都市
計画事業の円滑な実施を図るという枠組みの中で改善を図
ると都区合意している。それにも関わらず、今回の都側提
案はそれを反故にする内容となっており、看過することは
できない。区側としては、本来であれば都市計画事業費に
ついては、財調で算定するのではなく、全額を都市計画交
付金で賄うべきものと考えている。
今回、都市計画事業に関わる都側提案を受けた。このよう
な見直しの提案を行う都側は、各区が行う都市計画事業の
財源保障についてどのようにあるべきと考えているか、見
解を伺う。
（第２回幹事会）
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１算定方法の見直し等（つづき）

№ 項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

道路改良工事費の
見直し
（態容補正）
（つづき）

また、「整合」の意味を調べると、広辞苑では「整い一致
すること。きちんと合わせること。」となっている。こう
したように、昨年度の見直しを経ても、都市計画交付金算
定対象の地方負担額と減算額が一致しないことから、不整
合が生じていることは明らかである。
需要額の算定にあたっては、特定の区だけが過大・過少算
定されることなく、公正性・公平性が担保されるべきと考
えるが、区側は、こうした区間配分が公正・公平でない状
態を是正する必要がないと考えているのか、見解を伺う。
また、今回説明したとおり、地方負担額と現行の減算額
は、まったく一致せず整合していない状態となっている
が、区側は何をもって「不整合は生じていないと考える」
ことができるのか、その見解を伺う。
（第２回幹事会）

13 学校運営費（防犯
ブザー）の見直し

学校運営費の防犯ブザーに係る経費について、1個あたりの
単価が実態と乖離しているため、小学校費については単価
の見直しを行い算定を充実する。また、中学校費は実施区
が6区のみであることから算定を廃止する。
（第１回幹事会）

都案は特別区の実態を踏まえた提案であり、合理的かつ妥
当な内容と考えられるため、都案に沿って整理する。
（第２回幹事会）
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１算定方法の見直し等（つづき）

№ 項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

14 教育研究奨励費の
廃止

教育研究奨励費について、実施区が7区のみであることか
ら、算定を廃止する。
（第１回幹事会）

都案は、実施区が7区のみであるということだが、今回、本
事業について区側の実態を把握するためにどのように事業
目的や対象とする事業を定義し、調査を行ったのか伺う。
（第２回幹事会）

各区に対して行った調査では、現在算定している「教育研
究奨励費」に関する調査であることを示した上で、調査研
究活動奨励補助に該当する事業名・事業内容・経費につい
て、調査を実施した。
（第３回幹事会）
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【区側提案事項】

１特別区相互間の財政調整に関する事項
基準財政需要額の調整項目
№ 項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

1 職員健康管理費 区側提案は職員健康管理費における単価と規模を見直す提
案とのことである。
会計年度任用職員等分の規模については、各区実績の回帰
分析により設定しているとのことだが、財調においては地
方交付税制度同様25％の自主財源比率が設定されている。
各区実績の人数は自主財源の25％分の人数は除かれている
のか伺う。
また、各区の単価を確認すると、職員健康管理委託料は
5,400円から36,200円の約6.7倍、ストレスチェック調査委
託は200円から3,100円の15.5倍の単価差となっている。こ
のような単価差はどのような理由で発生しているのか伺
う。
（第２回幹事会）

職員健康管理委託及びストレスチェック委託並びに雇入時
健診に係る経費について、特別区の実態を踏まえ、算定を
充実する。なお、決算の回帰分析結果や事業の性質等を踏
まえ、一部固定での算定とする。職員健康管理委託及びス
トレスチェック委託の標準区経費は、単価については各区
の受診対象者1人当たり単価、標準区における会計年度任用
職員等受診対象者数は各区実績の回帰分析により設定す
る。また、雇入時健診の標準区経費は、単価については各
区の受診者1人当たり単価、標準区における受診者数は各区
実績の回帰分析により設定する。
（第１回幹事会）

対象となる会計年度任用職員の人数は、特別区の実態を踏
まえたものとなっており、標準区経費として適正な水準で
あると考える。また、平成29年度財調協議において見直さ
れた際、職員健康管理委託及びストレスチェック委託にお
ける非常勤職員等の人数は、区の実態の人数により算定し
ており、本提案においても、平成29年度財調協議同様、会
計年度任用職員等の実態人数により算出していることから
も妥当である。
経費のばらつきについては、各区の実施状況を反映した結
果である。
（第３回幹事会）

2 地域コミュニティ
活動支援費

区側の調査結果をみると、他の項目において算定済の事業
が散見されるため、精査が必要である。
また、今回の提案では、2年間の実績を基本として、一部単
年の実績を用いて標準区経費を設定しているが、この理由
を伺う。
（第２回幹事会）

地域コミュニティ活動支援費について、特別区の実態を踏
まえ、包括算定されている経費全体を見直し、算定を充実
する。なお、決算の回帰分析結果や事業の性質等を踏ま
え、一部固定での算定とし、標準区経費は回帰分析により
設定する。
（第１回幹事会）
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基準財政需要額の調整項目（つづき）
№ 項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

地域コミュニティ
活動支援費
（つづき）

本提案については、新型コロナウイルス感染症の影響を踏
まえ、令和2年度の実績及び一部の区については令和元年度
の実績を除外し標準区経費を算出している。なお、前回見
直しを行った平成26年度財調協議においては、単年度のみ
の実績により標準区経費を設定し、合意していることから
も、区案は妥当と考える。
（第３回幹事会）

3 住民基本台帳ネッ
トワークシステム
運営費

区側提案は、各区の経費にばらつきがあることから、一部
の突出している区を含め、精査する必要があると考える。
（第２回幹事会）

住民基本台帳ネットワークシステムの運営に係る経費につ
いて、特別区の実態を踏まえ、算定を充実する。なお、決
算の回帰分析結果や事業の性質等を踏まえ、一部固定での
算定とし、標準区経費は回帰分析により設定する。
（第１回幹事会）

都側の意見を踏まえ、経費が突出している区を除外し、改
めて標準区経費を設定した。
（第３回幹事会）

4 会計管理費（預金
利子）

区側提案は、市中金利における利率低下の状況を踏まえて
現行算定を見直すものである。預金利子収入は、市中金利
の影響を受けるものであり、同様に市中金利の影響を受け
る元利償還金の利率は毎年度変動させていることから、毎
年度メンテナンスすべきと考えるが、区側の見解を伺う。
（第２回幹事会）

預金利子について、特別区の実態を踏まえ、算定を改善す
る。なお、決算の回帰分析結果等を踏まえ、全固定での算
定とし、標準区経費は実施区平均により設定する。
（第１回幹事会）
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基準財政需要額の調整項目（つづき）
№ 項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

会計管理費（預金
利子）
（つづき）

預金利子のメンテナンスは、種類及び期間並びに金額等に
より利率が異なることから、元利償還金と同様のメンテナ
ンス方法は困難と考える。また、仮にメンテナンスを実施
する場合は、毎年度、各区へ預金利子等の調査実施が必要
となり、区への業務負担が大きいことからも毎年度のメン
テナンスは避けるべきあり、区側としては金融情勢などの
変化があった際、算定を見直すことで十分であると考え
る。
そこで区の業務負担の軽減を考慮し、3年に1度を目安に、
直近3か年の各区の預金利子収入額を参考にして見直し提案
を行うこととしたい。
（第３回幹事会）

5 企画調査費 基本構想・基本計画・実施計画とはどのような計画か、そ
の定義を伺う。また、これらの策定経費については、按分
不可として経費積算から除外となっている区が多く、適切
な標準区経費の設定となっていない上、実施区平均による
標準区経費の設定は妥当ではないことから、精査する必要
があると考える。
さらに、公共施設等総合管理計画については、決算額が最
大の区と最小の区で、1,156倍もの大きな差が生じている
が、この理由を伺う。
加えて、区民意識調査については、平成30年度財調協議に
おける区側調査では23区中22区の実施となっていたが、今
回の区側調査によると、23区中14区の実施となっている。
この理由を伺う。
（第２回幹事会）

企画調査費について、特別区の実態を踏まえ、算定を改善
する。なお、決算の回帰分析結果や事業の性質等を踏ま
え、基本構想策定経費、基本計画策定経費、実施計画策定
経費、公共施設等総合管理計画については、全固定での算
定とし、標準区経費は実施区平均により設定する。
また、区民意識調査経費については、一部固定での算定と
し、標準区費は回帰分析により設定する。
あわせて、特別区の実態を踏まえ、基本構想については20
年計画、基本計画及び公共施設等総合管理計画については
10年計画、実施計画については3年計画、区民意識調査につ
いては2年に1回の実施とし、それぞれ毎年1/20、1/10、
1/3、1/2ずつ算定する。
（第１回幹事会）
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基準財政需要額の調整項目（つづき）
№ 項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

企画調査費
（つづき）

基本構想は、区における総合的かつ計画的な行政の運営を
図るため基本方針を定めたものであり、基本計画は、基本
構想に示されている考え方及び将来目標を実現するための
政策等を具体的に示した計画となっている。また、実施計
画は、基本計画の施策を推進するための事業計画となるも
のである。
基本構想・基本計画・実施計画の経費については、都側の
意見を踏まえ、按分不可としている経費について、按分不
可以外の経費における比率により経費を算出し、標準区経
費を設定した。また、合理的かつ妥当な水準を設定するに
あたっては、実施区平均の数値をもって行うべきと考えて
いるが、今回の協議では都区双方の見解を一致させること
が困難であるため、本事業を算定するにあたっては都側の
意見を踏まえ、事業未実施区を含めて設定するなど、経費
を精査し、改めて標準区経費を設定した。
なお、公共施設等総合管理計画の経費のばらつきの理由に
ついては、職員により計画策定している等の要因が考えら
れる。
区民意識調査については、次年度以降、再度内容を精査し
た上で、提案する。
（第３回幹事会）

6 住居表示管理費 区側提案は、決算の回帰分析や事業の性質等を踏まえ一部
固定での算定とするとのことだが、一部固定とする事業の
性質とは何か伺う。
（第２回幹事会）

住居表示管理に要する経費について、特別区の実態を踏ま
え、算定を改善する。なお、決算の回帰分析結果や事業の
性質等を踏まえ、一部固定での算定とし、標準区経費は回
帰分析により設定する。
（第１回幹事会）

決算の回帰分析の結果、測定単位と経費に相関がみられる
が、一部固定となった要因としてはシステムに関する経費
等が影響していると考える。
（第３回幹事会）
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基準財政需要額の調整項目（つづき）
№ 項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

7 生活困窮者自立支
援事業費(被保護者
就労準備支援事業
等）

区側提案は、既に算定されている生活困窮者自立支援事業
費のうち、被保護者就労準備支援事業について算定を改善
するとともに、現在算定されていない被保護者健康管理支
援事業を新規に算定すべきというものである。
既算定経費は、前年度の国庫内示額に基づき標準区経費を
設定していることから、同様の方法にすべきであると考え
る。
次に、算定対象とする事業については、これまでの見直し
にあわせ実施区数が半数以上の事業とすべきと考える。
（第２回幹事会）

生活困窮者自立支援事業費について、被保護者の健康の保
持及び増進を図るための被保護者健康管理支援事業に係る
経費を新規に算定する。併せて、被保護者就労準備支援事
業に係る経費について、国庫補助事業の改廃を踏まえ、算
定を改善する。なお、補助実績の回帰分析結果や事業の性
質等を踏まえ、全比例での算定とし、標準区経費は令和2年
度の補助実績の回帰分析により設定する。
（第１回幹事会）

合理的かつ妥当な水準を設定するに当たっては、内示額で
はなく実績額を用いて算定すべきであること、被保護者就
労準備支援事業を新規算定した際の経緯を踏まえれば、事
業全体を1つの事業として算定すべきとする考えに変わりは
ないものの、令和3年度財調協議を踏まえ、半数以上の区が
実施している事業の前年度内示額を回帰分析し、改めて標
準区経費を設定した。
（第３回幹事会）

8 避難行動要支援者
個別計画策定経費

区側提案における事業モデルを確認すると、優先度を踏ま
えた計画を作成している3区の実績のみを用いている上、直
近2か年平均決算額も約10万円から約860万円とばらつきが
あり、標準区経費の設定として適切ではない。
個別避難計画の作成経費については、令和3年度から地方交
付税措置がされていることから、地方交付税に準拠したモ
デルの設定に修正するべきと考える。
なお、地方交付税においては、優先度が高い避難行動要支
援者への計画作成経費が措置されており、おおむね5年程度
で作成に取り組むこととされているため、令和8年度までの
時限算定とするべきと考える。
（第２回幹事会）

令和3年5月20日施行の「災害対策基本法」一部改正により
努力義務化された、避難行動要支援者個別計画策定に係る
経費について、新規に算定する。なお、事業の性質等を踏
まえ、全比例での算定とし、標準区経費は優先度を踏まえ
計画を策定する、標準的な事業モデルにより設定する。
（第１回幹事会）
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基準財政需要額の調整項目（つづき）
№ 項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

避難行動要支援者
個別計画策定経費
（つづき）

都側の意見を踏まえ、地方交付税に準拠したモデルを設定
し、改めて標準区経費を設定した。
また、地方交付税においておおむね5年程度とあるが、法に
基づき行う事業であることから、時限算定とする必要はな
いと考える。しかしながら、現時点では当初に提示した恒
常的な算定とする内容では、合意することは困難であるの
で、令和8年度までの時限算定として整理する。
（第３回幹事会）

9 国民健康保険事業
助成費（オンライ
ン資格確認システ
ム運営負担金）

平成30年度財調協議において、標準区経費は政令基準によ
り設定することとしており、現行算定は、低所得者対策に
係る繰出金を除けば、主として事務経費を算定している。
オンライン資格確認システム運営負担金については、政令
基準によるものか、まず確認したい。
（第２回幹事会）

国民健康保険事業助成費について、令和3年10月よりオンラ
インでの被保険者資格確認が開始されたことに伴い生じる
オンライン資格確認システム運営負担金を新規に算定す
る。なお、事業の性質等を踏まえ、全比例での算定とし、
標準区経費は厚生労働省から示される単価により設定す
る。
（第１回幹事会）

本事業は、現行算定の国民健康保険総務費にあたるもので
ある。また、国民健康保険繰出金の基本的な考え方を示す
総務省通知によれば、一般会計から国民健康保険事業特別
会計へ繰り出すべき事業にあたることから、算定すべきと
考える。
（第３回幹事会）
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基準財政需要額の調整項目（つづき）
№ 項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

10 【単位費用】【態
容補正】国民健康
保険事業助成費
（子どもに係る国
民健康保険料の均
等割額の減額措
置）

国民健康保険事業助成費の算定における基本的考え方とし
ては、前々年度決算値を用いることとして平成20年度財調
協議において整理されている。そのため、均等割単価も
前々年度単価により設定すべきと考える。
また、事業の性質等を踏まえ、全比例での算定とのことだ
が、どのような性質から判断したのか伺う。
（第２回幹事会）

国民健康保険事業助成費について、「全世代対応型の社会
保障制度を構築するための健康保険法等の一部を改正する
法律」の公布に伴い、未就学児に係る均等割保険料の5割を
軽減する経費を新規に算定する。なお、事業の性質等を踏
まえ、全比例での算定とし、標準区経費については、均等
割単価は令和3年度単価により設定し、未就学児数は特別区
全体の被保険者数に対する未就学児の割合を標準区被保険
者数に乗じて設定する。
また、現行の均等割保険料軽減と同様に、当該区の未就学
児の多寡により割増又は割減となる態容補正を設定する。
（第１回幹事会）

都側の意見を踏まえ、令和2年度単価により改めて標準区経
費を設定した。
当事業における事業の性質とは、固定的に発生する経費で
はなく、被保険者のうち未就学児の均等割保険料を軽減す
るため、測定単位に比例すると考え、回帰分析したとこ
ろ、相関も高いことから、全比例での算定としている。
（第３回幹事会）

11 後期高齢者医療制
度事業助成費（健
康診査委託料）

平成20年度財調協議において、「特定健診について、従来
老人保健事業として実施されてきた基本健康診査が廃止さ
れ、75歳以上については広域連合での特定健診へ移行する
が、制度設計上、一般財源負担は発生しないことから、財
調上は算定対象としない」こととした。
区側提案の健康診査事業については、特定健診に該当する
ことから、財調上、算定対象とはならないものと考える。
（第２回幹事会）

後期高齢者医療制度事業助成費について、健康診査事業に
係る経費を新規に算定する。なお、事業の性質等を踏ま
え、全比例での算定とし、標準区経費については、基本項
目及び半数以上の区が実施する項目を対象とし、受診者数
は回帰分析、単価は実施区平均及び診療報酬単価により設
定する。
（第１回幹事会）
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基準財政需要額の調整項目（つづき）
№ 項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

後期高齢者医療制
度事業助成費（健
康診査委託料）
（つづき）

平成20年度財調協議において、制度設計上、一般財源負担
が発生しないとされたのは、特定健診の健診項目のうち、
腹囲を除く基本項目である。基本項目における委託単価
は、東京都後期高齢者医療広域連合から示されるが、実態
として全区において契約単価との間に単価差が生じてい
る。
また、基本項目以外の健診項目について、東京都後期高齢
者医療広域連合の「健康診査・歯科健康診査推進計画」に
よれば東京都内62団体中60団体が実施している。さらに健
診項目を2つに分けると、医師の判断に基づき選択的に実施
する項目と区独自項目がある。医師の判断に基づき選択的
に実施する項目は、国庫補助事業であり19区以上で実施し
ている。区独自項目は、一部の項目について過半数の区で
実施しており、いずれの項目も普遍性のある事業である。
以上から算定すべき事業と考える。
（第３回幹事会）

12 【経常・投資】放
課後児童クラブ事
業費

昨年度の区側提案に対し、都側から「標準区経費の設定に
係る施設数や面積の精査が不十分」、「プレハブといった
一時的に設置されている施設の改築・大規模改修経費を、
児童福祉費で標準算定されている他の施設と同様の単価や
年度事業量を用いて算定することについて、考え方を整理
する必要がある。」と指摘しているが、どのように標準区
経費を設定したのか伺う。
また、区案は、令和2年度決算額のみを用いて標準区経費を
設定している。令和2年度は、例年にはないパーテーション
の購入経費など、新型コロナウイルス感染症対応経費が含
まれていると考えられることから妥当ではないと考える
が、令和2年度単年度の決算のみで標準区経費を設定した理
由を伺う。
（第２回幹事会）

放課後児童クラブ、いわゆる、学童クラブに係る経費につ
いて、算定を充実する。なお、決算の回帰分析結果や事業
の性質等を踏まえ、人件費については全比例、経常的経費
及び投資的経費については一部固定での算定とし、それぞ
れ施設数、施設面積等を踏まえ、標準区経費は回帰分析に
より設定する。
（第１回幹事会）
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基準財政需要額の調整項目（つづき）
№ 項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

【経常・投資】放
課後児童クラブ事
業費
（つづき）

令和3年度財調協議において都側から指摘のあった、積算に
用いる施設面積のばらつきや、プレハブ等の仮設施設の取
扱いについては、複合施設等の面積を精査したほか、投資
的経費の設定において、プレハブ等の仮設施設に係る面積
を除外し、標準区施設面積を積算している。
標準区経費の設定に当たっては、平成30年度策定の「新・
放課後子ども総合プラン」を踏まえ、年々事業が拡大傾向
にあることから、最新年度の決算を用いた設定としてい
る。一方で、都側の意見のとおり、令和2年度決算額には一
部、新型コロナウイルス感染症対応経費が含まれていると
考えられる。このため、標準区経費の積算に用いる数値を
令和2年度決算額から令和元年度決算額に置き換え、改めて
標準区経費を設定した。
（第３回幹事会）

13 私立保育所施設型
給付費等

公定価格においては、基本分単価のほか、加算要件を満た
した場合に加算される各種加算額がある。区案は、この各
種加算額について、どのように標準区経費を設定している
のか伺う。
（第２回幹事会）

公定価格の見直しに伴い、私立保育所施設型給付費等につ
いて、特別区の実態を踏まえ、算定を充実する。
（第１回幹事会）

区側提案にあたっては、区内の調査対象施設における各加
算項目について調査を行い、半数を超える園において実施
が確認できた加算について、標準区経費として設定してい
る。
（第３回幹事会）

14 【態容補正】私立
認定こども園施設
型給付費等

公定価格においては、基本分単価のほか、加算要件を満た
した場合に加算される各種加算額がある。区案は、この各
種加算額について、どのように標準区経費を設定している
のか伺う。
処遇改善等加算Ⅰについて、加算率15％で積算すべきとこ
ろ、16％で積算していることから、当該部分を修正すると
ともに、他に誤りがないか、改めて精査すべきと考える。
（第２回幹事会）

公定価格の見直しに伴い、私立認定こども園施設型給付費
等について、特別区の実態を踏まえ、算定を充実する。
（第１回幹事会）
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基準財政需要額の調整項目（つづき）
№ 項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

【態容補正】私立
認定こども園施設
型給付費等
（つづき）

区側提案にあたっては、区内の調査対象施設における各加
算項目について調査を行い、半数を超える園において実施
が確認できた加算について、標準区経費として設定してい
る。
なお、都側の意見を踏まえ、数値を精査し、改めて標準区
経費を設定した。
（第３回幹事会）

15 利用者負担（保育
所等）

今回の区側提案は、国の定める上限額による設定ではな
く、特別区の実態を踏まえた利用者負担額により算定すべ
きとの内容である。
この見直しについては、これまでも複数回にわたり区側か
ら提案され、その際、子ども・子育て支援法における施設
型給付費に係る利用者負担額の定めや、地方交付税におけ
る施設型給付費の積算方法を踏まえ、国基準によるべきも
のとする都の考えをお示ししてきた。
今回の区側提案に当たり、今述べた国基準の状況に変化が
あったのか伺う。
（第１回幹事会）

保育所等の利用者負担については、子ども・子育て支援法
において、政令で定める額を限度として区市町村が定める
額とされており、財調における保育所及び認定こども園の
利用者負担の算定は、この国が定める上限額をもとに設定
されている。
一方、特別区においては以前より、保護者の負担を軽減す
る観点から、いずれの区においても国が定める上限額より
低い水準で保育料を設定してきた。
今回の提案に当たり、令和元年10月から制度が開始された
幼児教育・保育の無償化や、都の実施する多子世帯負担軽
減事業等を踏まえ、各区が設定する保育料について改めて
実態を調査したところ、現行の国基準の算定と大きく乖離
している状況が、改めて明らかとなった。
幼児教育・保育の無償化の目的にも掲げられている、子育
て世代の負担軽減による少子化対策を強く推し進める観点
からも、各区が実施する保育料の軽減は重要な施策であ
る。
財調においても、国の定める上限額による設定を改め、特
別区の実態を踏まえた利用者負担額により算定すべきと考
えるが、都側の見解を伺う。
（第１回幹事会）
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基準財政需要額の調整項目（つづき）
№ 項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

利用者負担（保育
所等）
（つづき）

区側から、「国基準の状況について、変化があったとは認
識していない」旨の回答があった。
都は、区の認識論ではなく、事実の有無を確認したもので
あるので、改めて、国基準の状況に変化があったのか、無
かったのか伺う。
（第２回幹事会）

第1回幹事会において、都側から発言のあった国基準の状況
については、変化があったとは認識していない。
しかしながら、区側は、これまでの協議においてもお示し
してきた通り、現行の国が定める上限額による設定が妥当
とする、都側の考え方に賛同してきたものではなく、特別
区の実態を踏まえた設定こそが、標準区として合理的かつ
妥当な水準であると、主張をしている。
過去の協議においては、区側において、特別区在住の保育
所利用世帯が都内市部の保育所に通った場合を想定し、都
内市部の各団体の保育料表に基づき検証を行った結果、特
別区の利用者負担の実態が都内市部の平均保育料と同水準
であったことを示している。
また、総務省統計局が公表する小売物価統計調査によれ
ば、令和3年4月時点における認可保育所及び認定こども園
の2歳児1人当たり平均保育料は、特別区を含むいずれの調
査対象自治体においても、2万円から3万円台の水準となっ
ている。
このように、都内市部や全国自治体との比較においても、
特別区の保育料水準が、一般的な市町村における保育料の
水準から乖離しているとは言えない。このため、特別区の
実態を踏まえた設定の方が、47,221円という国が定める上
限額による設定よりも、標準区における保育料設定として
は適切であると考えている。
こうした状況を踏まえても尚、国が定める上限額による設
定が、標準区における合理的かつ妥当な水準とする根拠に
ついて、都側の見解を伺う。
（第２回幹事会）

16 女性福祉資金貸付
金

区側提案は、実施区が少数となっている貸付金を廃止する
だけでなく、これまで算定していた貸付金が償還されるよ
う標準区経費を設定しており、合理的かつ妥当な水準であ
ることから、区案に沿って整理する。
（第２回幹事会）

女性福祉資金貸付金について、特別区の実態を踏まえ、貸
付金を廃止するとともに、令和3年度までに算定した貸付金
を今後7年間で償還するものとして諸収入を設定し、算定を
改善する。併せて、貸付金の償還が完了する令和10年度ま
での時限算定とする。
（第１回幹事会）
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基準財政需要額の調整項目（つづき）
№ 項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

17 保育室運営費等事
業費

保育室運営費等事業費については、平成25、26年度財調協
議において都側から実施区が7区のみであったことから廃止
提案をしたが、協議不調となった。今回、区側から廃止提
案がなされているが、現在の実施区は何区であるのか伺
う。
（第２回幹事会）

保育室運営費等事業費について、実施区数が少数に留ま
り、今後も減少傾向が見込まれることから、算定を廃止す
る。
（第１回幹事会）

令和3年度当初時点では、4区が事業を実施している。一
方、過去の協議時点において、算定箇所数と同程度の数の
保育室が設置されていたことと比較すると、私立認可保育
所等への移行が進み、保育室の設置箇所数が減少している
こと、今後さらなる減少が見込まれていることを踏まえ、
算定廃止を提案している。
（第３回幹事会）

18 住宅宿泊事業経費 区側提案は、令和元年度のみの実績に基づき標準区経費を
設定しているが、単年度実績とした考えを伺う。
また、標準区経費の設定に当たり、経費発生区のみの決算
平均額を取っている点については、精査が必要であると考
える。
（第２回幹事会）

「住宅宿泊事業法」の施行に伴い、事業者からの届出受理
等に係る経費について、新規に算定する。なお、決算の回
帰分析結果等を踏まえ、全固定での算定とし、標準区経費
は経費発生区平均により設定する。
（第１回幹事会）
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基準財政需要額の調整項目（つづき）
№ 項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

住宅宿泊事業経費
（つづき）

令和元年度の実績で標準区経費を設定している理由とし
て、平成30年度は「住宅宿泊事業法」の施行が年度途中で
あった点、令和2年度は新型コロナウイルス感染症の影響に
より対応件数が減少した点を踏まえたものである。前者に
ついては、実績が平年度化していないこと、後者について
は、感染症など不透明な状況を避けるべきことから、令和
元年度実績により設定した。
また、東京都観光客数等実態調査によれば、訪都外国人旅
行者数及び訪都国内旅行者数の推移は令和元年度までは、
東京都の観光ＰＲや旅行者の受入環境整備等の官民をあげ
た取組のほか、アジア地域等における査証発給要件の緩和
措置などの環境下で高止まりの状態が続いており、「住宅
宿泊事業法」の1年間を通した施行実績と近年の観光業の状
況から、令和元年度は標準区設定に適切な年度と考える。
合理的かつ妥当な水準を設定するにあたっては、経費発生
区の数値をもって回帰分析等を行うべきと考えているが、
今回の協議では都区の見解を一致させることが困難である
ため、本事業を算定するにあたっては都側の意見を踏ま
え、経費未発生区を含めて積算するなど、経費を精査し、
改めて標準区経費を設定した。
（第３回幹事会）

19 健康診査（胃がん
リスク検診）

胃がんリスク検診については、厚生労働省健康局長通知別
添の「がん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指
針」に基づく検診ではないため、標準的な需要とはいえな
いと考える。
（第２回幹事会）

健康診査（胃がんリスク検診）に係る経費について、新規
に算定する。なお、決算の回帰分析結果や事業の性質等を
踏まえ、全比例での算定とし、標準区経費は実施実績と人
口規模をもとに設定する。
（第１回幹事会）

検診実施区が過半数に上っていることから、標準的な需要
と考えるが、都側の見解を伺う。
（第３回幹事会）
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基準財政需要額の調整項目（つづき）
№ 項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

20 公衆喫煙所維持管
理経費

各区で整備されている公衆喫煙所には、その設置主体、屋
内のものや屋外のもの、その形状等様々だが、本提案にお
ける公衆喫煙所とは、どのようなものとして定義付けてい
るのか、具体的に伺う。
（第２回幹事会）

令和2年4月1日施行の「改正健康増進法」及び「東京都受動
喫煙防止条例」に合わせて整備されている公衆喫煙所につ
いて、維持管理に係る経費を新規に算定する。なお、決算
の回帰分析結果等を踏まえ、全固定での算定とし、標準区
経費は経費発生区平均により設定する。
（第１回幹事会）

本提案の対象となる公衆喫煙所の設置主体は区である。形
状については、各区が「改正健康増進法」の設置基準に
沿って様々な形状で整備を進めていることから、定義づけ
をする必要はないと考える。
（第３回幹事会）

21 母子保健指導費
（両親学級）

母親学級と両親学級を統合した理由を伺う。
また、決算の回帰分析結果や事業の性質等を踏まえ、全比
例での算定とのことだが、どのような性質から判断したの
か伺う。
（第２回幹事会）

母子保健指導費における母親学級について、特別区の実態
を踏まえ、母子保健指導費（母親学級）を母子保健指導費
（両親学級）と統合し、算定を充実する。なお、決算の回
帰分析結果や事業の性質等を踏まえ、全比例での算定と
し、標準区経費は回帰分析により設定する。
（第１回幹事会）

母親学級と両親学級を統合するとの提案であったため、そ
の理由を伺ったが、そもそも両親学級は現時点で算定して
いない。統合とした理由を伺う。
また、双方の事業で同種の内容を実施しているとのことだ
が、具体的に何がどのように同種なのか。さらに、区の発
言は、大きく内容を変えている区が存在することを証明し
ている。各区がどのような事業を実施し、今回の提案にあ
たりどのようなモデルとしたのか伺う。
加えて、測定単位に比例すると考えたとのことであるが、
考えに基づき全比例とすべきものではない。全比例と判断
した明確な理由を伺う。
（第３回幹事会）

これまで各区は、出産を迎える妊婦に向けた講座を実施し
てきた。本事業は長らく見直しがされておらず、近年の社
会情勢の変化に応じて事業形態が転換されている可能性が
あることから調査した結果、パートナーを含めた同種の内
容を両親学級と母親学級で行っていることがわかり、両親
学級と母親学級で大きく内容を変えていない区をモデルと
して、母子保健指導費（母親学級）を母子保健指導費（両
親学級）として統合し、算定の充実を提案するものであ
る。当事業における事業の性質とは、固定的に発生する経
費ではなく、区での募集や参加希望者からの申込みを受け
て実施しているため、測定単位に比例すると考え、全比例
での算定としている。
（第３回幹事会）
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基準財政需要額の調整項目（つづき）
№ 項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

母子保健指導費
（両親学級）
（つづき）

統合した理由は、各区への調査の結果、平日は出産前の区
民を対象に、休日はパートナーを含めて対象に実施してい
るという形態が多かったことから、既存算定である母親学
級の一体的な見直しを図るという観点で、現状に沿った算
定にすべきとしたものである。
母親学級及び両親学級の双方の事業における同種の内容
は、赤ちゃんへの接し方、おむつ交換、沐浴実習などであ
る。
本提案のモデルは、双方の事業で同種の内容を実施してい
る区で設定している。
全比例とした理由は、本事業の対象者となる出産を迎える
区民及びそのパートナーと、測定単位の人口に相関があっ
たため、全比例で設定することと判断した。
（第３回幹事会）

22 【投資】清掃工場
その他施設

現行の標準区経費は清掃一部事務組合の作成する今後50年
間の施設整備計画に基づき設定されている。区側提案の基
となった一般廃棄物処理基本計画は令和16年度までの施設
整備計画のみの公表となっているが、今後50年間の施設整
備計画が具体的にどのような計画となっているのかお示し
いただきたい。
また、今回の標準区経費の設定にあたっては、施設整備計
画を踏まえた事業費や特定財源を盛り込んだ財源計画が必
要となるが、今後50年間の財源計画が具体的にどのような
計画となっているのか併せてお示しいただきたい。
次に、財源計画には組合債の発行計画を踏まえて元利償還
金を計上しているが、計画上見込んでいる組合債の利率を
どのように設定しているのか伺う。
（第２回幹事会）

清掃工場の改築経費等について、東京二十三区清掃一部事
務組合の一般廃棄物処理基本計画の改定を踏まえ、算定を
改善する。なお、標準区経費は、1人当たり経費と人口規模
により設定する。
（第１回幹事会）
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基準財政需要額の調整項目（つづき）
№ 項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

【投資】清掃工場
その他施設
（つづき）

施設整備計画及び財源計画について、東京二十三区清掃一
部事務組合において設定したものとのことであるが、財調
算定にあたっては提案内容の詳細を確認する必要があり、
以下の点について伺う。
まず、施設整備計画の作成にあたってはごみ量を予測する
ことになるが、ごみ量の推計には人口の動向も考慮する必
要があると考える。今後50年間の人口の推移及びごみ量を
どのように推計されているのか伺う。
また、一般廃棄物処理基本計画の中で「施設整備計画は安
定的な全量処理体制の確保を前提条件として策定してい
る」とのことであり、今後50年間の施設整備計画について
も、必要な焼却能力を確保した計画とする必要があると考
える。令和17年度以降について、各年度ともに必要な焼却
能力を本計画において確保できているのか区側の見解を伺
う。
次に、組合債の利率を1.3％として設定しているが、財政融
資資金における平成29年度から令和3年度までの直近5か年
実績の利率は0.2～0.3％程度である。また、市場公募地方
債として発行している都債の20年債も直近5か年実績は0.3
～0.7％程度と低い水準で推移している。これらを踏まえる
と、利率設定を実態に見合った水準に見直すべきと考える
が、区側の見解を伺う。
（第３回幹事会）

施設整備計画は、施設を整備及び管理運営している東京二
十三区清掃一部事務組合において、一般廃棄物処理基本計
画をもとに今後50年間の施設整備を検討し、設定したもの
となっている。
また、今後50年間の財源計画についても東京二十三区清掃
一部事務組合で、近年に建替工事を行っている、または予
定されている清掃工場等の施設整備に係る事業費をもと
に、解体工事費や建築工事費の単価等を設定しているもの
である。
組合債の利率については、前回改定時の利率は1.8％で設定
していたが、今回の改定においては、1.3％で設定しており
前回改定時より低い水準での設定となっている。
利率の設定については、近年、財政融資資金の利率が低く
なっているものの、社会情勢の変動に連動するため、計画
期間の50年間の中では金利は増減することが見込まれるこ
とから、過去の財政融資資金の金利を参考とした。また、
政府資金等の金利の低い融資を常に借り受けられる訳では
ないため、民間等資金からの借り受けも想定の上、本計画
の組合債利率を設定している。
（第３回幹事会）
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基準財政需要額の調整項目（つづき）
№ 項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

【投資】清掃工場
その他施設
（つづき）

令和17年度以降の長期的な推計は困難とのことであるが、
人口については、令和12年をピークに減少に転じることが
予測されており、今後50年間の需要を見込むにあたっては
その要素も考慮すべきと考えるが、区側の見解を伺う。
次に、定期的な見直しにより、令和17年度以降の焼却能力
についても確保されていくとのことであるが、区側提案の
施設整備計画では、建替え予定の集中により、令和18年度
から焼却能力の大幅な減少が見込まれているが、各年度の
全量処理体制が確保されているのか伺う。
一方で、令和31年度以降は令和16年度の水準まで焼却能力
が戻っており、施設整備の平準化が図られていないのでは
ないかと考えるが、区側の見解を伺う。
また、利率設定について、土木費等の他費目の投資的経費
においては元利償還金の利率を直近の財政融資資金の金利
を基に設定していることから、清掃費も同様の考え方で設
定すべきと考えるが、区側の見解を伺う。
（第３回幹事会）

一般廃棄物処理基本計画において、ごみ量の推計について
は、社会情勢に連動し、人口など様々な変動要素があるこ
とから、長期的な推計が困難であるため、令和16年度まで
の具体的なごみ量の推移やそれにもとづく施設整備計画を
策定している。
50年の施設整備計画においては、令和16年度までは、一般
廃棄物処理基本計画の具体的な整備計画を反映させ、令和
17年度以降については、繰り返しになるが、ごみ量の長期
的な推計が困難であるため、一般的な施設耐用年数である
30年を目途に改築する方法により計画を策定している。
そのため、長期的な50年の施設整備計画に、短期的な変動
要素を捉え、反映させていくため、概ね5年毎に改定してい
る一般廃棄物処理基本計画にあわせ、随時見直しを行って
いる。この定期的な見直しにより、令和17年度以降の焼却
能力についても確保されていくと考えている。
組合債の利率については、前回も述べたが、近年、財政融
資資金の利率が低くなっているものの、社会情勢の変動に
連動するため、計画期間の50年間の中では金利は増減する
ことが見込まれることから、過去の財政融資資金の金利を
参考とした。
また、政府資金等の金利の低い融資を常に借り受けられる
訳ではないため、民間等資金からの借り受けも想定の上、
本計画の組合債利率を設定している。
（第３回幹事会）

23 商工振興費（中小
企業関連資金融資
あっせん事業（緊
急対策分））

昨年度の合意では、一件当たりの貸付金額を7,740千円、総
貸付件数83,973件、総貸付金額6,500億円と見込み、この貸
付金について、令和3年度の利子補給に係る経費を算定し
た。
昨年度の一件当たりの貸付金額、総貸付件数、総貸付金額
について、実績を伺う。
（第２回幹事会）

商工振興費（中小企業関連資金融資あっせん事業（緊急対
策分））について、令和3年度における新型コロナウイルス
感染症の影響による中小企業への融資あっせんの利子補給
に係る経費を新規に算定する。また、令和4年度以降の経費
を令和4年度から令和10年度にかけて時限的に算定する。な
お、事業の性質等を踏まえ、全比例での算定とし、標準区
経費は令和3年9月末実績の平均貸付金額と令和3年度の貸付
件数見込を乗じて設定する。
（第１回幹事会）
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基準財政需要額の調整項目（つづき）
№ 項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

商工振興費（中小
企業関連資金融資
あっせん事業（緊
急対策分））
（つづき）

昨年度合意と実績との差は、総貸付件数で約29,000件、総
貸付金額で約2,350億円となっており、合意ベースに比べ実
績では総貸付件数は65％、総貸付金額は63.8％となってい
る。
フレーム影響額では、昨年度合意では前倒し分も含めて約
276億円だったものに対し、実績を基にした試算では約179
億円となっており、その差は97億円と大きなものとなって
いる。
昨年度の協議では、実績が判明した時点で算定を見直すこ
とで合意しているが、この実績に加え、地方創生臨時交付
金の充当状況など、区側提案にどのように反映しているの
か、伺う。
（第３回幹事会）

令和2年度の実績は、1件当たりの平均貸付金額は7,570千
円、総貸付件数は54,812件、総貸付金額は約4,149億円で
あった。
（第３回幹事会）

24 商工振興費(工業振
興費助成）

区側提案は、平成30年度財調協議における都側の意見を踏
まえた提案とのことだが、内容を確認すると、実施区数が
少なく普遍性のない事業も含んだ提案となっているなど、
都側意見を踏まえたものとなっていない。本提案に当た
り、都側意見をどのように踏まえ、標準区経費を設定した
のか、具体的に伺う。
また、事業の性質等を踏まえ、全比例での算定とのことだ
が、どのような性質から判断したのか伺う。
（第２回幹事会）

商工振興費について、包括算定されている工業振興費助成
の経費全体を見直し、算定を充実する。
平成30年度財調協議での都側の意見を踏まえ、各区の工業
振興助成における実施事業をすべて検証し、本経費で算定
されている各事業が継続して実施されており、経費につい
ては、増加していることが確認できた。これらを踏まえ、
算定を充実する。
なお、事業の性質等を踏まえ、全比例での算定とし、標準
区経費は実施実績と事業所数をもとに設定する。
（第１回幹事会）
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基準財政需要額の調整項目（つづき）
№ 項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

商工振興費(工業振
興費助成）
（つづき）

平成30年度財調協議における都側の意見は、実施目的や内
容、経費分析等を行った上で核となる事業の整理を行うべ
きとの内容であったと認識している。今回は、工業振興費
助成で平成21年度財調協議で合意した際に構成された3本の
柱事業の事業継続や新規事業の計上を検証するなど、ゼロ
ベースで見直しを行い、改めて核となる柱事業を整理し
た。
区側提案は平成21年度財調協議で合意した際と同様の方法
で標準区経費を設定している。都側の実施区数が少ないと
いう指摘は、柱事業に付随する各事業に対するものである
が、本事業の普遍性は柱事業に対してみるべきものと認識
しており、平成21年度財調協議で合意した際と異なる着眼
点である。合意時と基準を変えた点について、その理由を
伺う。
当事業における事業の性質とは、固定的に発生する経費で
はなく、区での募集や事業所からの申請を受けて助成して
いるため、測定単位に比例すると考え、全比例での算定と
している。
（第３回幹事会）

25 消費者対策事業諸
費（消費者相談）

区側提案は、単価は変えずに規模となる人数、回数や日数
を見直すものとなっている。その規模について、各区では
どのような実績となっているのか伺う。
また、事業の性質等を踏まえ、一部固定での算定としてい
るが、どのような性質から判断したのか伺う。
（第２回幹事会）

消費者相談事業に係る経費について、特別区の実態を踏ま
え、算定を充実する。なお、事業の性質等を踏まえ、一部
固定での算定とし、標準区経費は回帰分析により設定す
る。
（第１回幹事会）

消費者相談事業において任用する消費生活相談員等につい
て、人数等の規模は、一概には言えないが、区の人口等に
より適切に配置していると考える。
また、測定単位の人口と事業費を回帰分析した結果から、
一部固定での算定としている。
（第３回幹事会）
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基準財政需要額の調整項目（つづき）
№ 項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

26 建築行政費（防火
設備定期検査報告
に係る予備審査等
業務委託）

当業務に関しては、平成28年度から開始されているものと
認識しているが、令和2年度のみの実績に基づき、標準区経
費の件数を設定する妥当性について伺う。
（第２回幹事会）

「建築基準法」の一部改正により義務化された特定建築物
の防火設備定期検査報告に係る公益財団法人への委託料に
ついて新規に算定する。なお、決算の回帰分析結果や事業
の性質等を踏まえ、全固定での算定とし、標準区経費は、
単価及び件数を実施区平均により設定する。
（第１回幹事会）

本事業における定期検査報告は、本来、毎年報告が必要で
あるが、報告に関する経過措置が令和元年5月31日まで設け
られており、その経過措置後の平準化された件数実績が判
明するのは令和2年度実績からである。経過措置以後の報告
件数については、年度間で大きなばらつきが生じるもので
はないと考えられるため、令和2年度の実績に基づき標準区
経費を設定することは妥当と考える。
（第３回幹事会）

27 耐震診断支援等事
業費

都は、令和3年3月に耐震改修促進計画を改定し、耐震化の
新たな目標を示すとともに、目標達成に向け、更なる取組
を推進することとしている。
また、当計画の中で、都は、区市町村が実施する普及啓発
に係る経費や耐震診断・耐震改修等への助成に係る経費を
補助することで、戸建て住宅等の耐震化を総合的に支援す
ることとしている。
今回の区側提案では、当計画に基づく耐震目標や計画年度
により、標準区経費の設定を行っており、「区側としても
目標の達成に向けて、都と力を合わせて本施策を展開して
いく」との発言もあったところである。
そこでまず、標準区経費の設定に当たり、どのように特定
財源を設定したか、伺う。
（第１回幹事会）

本事業は、住宅の耐震化率の目標を令和2年度までに95％と
する都の耐震改修促進計画に基づき、令和2年度までの時限
算定となっていた。今回、都の計画が改定され、目標が令
和7年度までにおおむね解消となったことから、耐震診断支
援等事業に要する経費を、令和4年度から令和7年度にかけ
て時限的に算定することを提案する。
具体的な提案内容としては、木造住宅並びに非木造住宅の
耐震化について令和7年度までに完了となるよう耐震診断助
成、耐震改修設計助成、耐震改修助成及び普及啓発事業に
要する経費を算定するものである。
都の計画には、更なる耐震化を進めていくため、これまで
以上に都と区市町村との連携を強化するとある。区側とし
ても目標の達成に向けて、都と力を合わせて本施策を展開
していく。
（第１回幹事会）
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基準財政需要額の調整項目（つづき）
№ 項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

耐震診断支援等事
業費
（つづき）

標準区経費の設定にあたり、区側から、「耐震診断等助成
費」のみに特定財源を設定するとともに、一部の事業費に
ついては、防災都市づくり推進計画における整備地域内分
のみを、都補助金の対象として特定財源を設定していると
の説明があった。
第1回幹事会でも説明したとおり、現在、都は、区市町村が
実施する普及啓発に係る経費を補助するとともに、整備地
域内に限定せず、整備地域外も含めた都内全域における耐
震診断・耐震改修等への助成に係る経費を補助すること
で、戸建て住宅等の耐震化を総合的に支援することとして
いる。
標準区経費の設定にあたっては、このような現在実施され
ている都補助事業や国補助事業の活用を前提に、特定財源
を設定すべきと考える。
具体的には、現在の特定財源の設定に加え、「東京都区市
町村耐震化促進普及啓発活動支援事業」と普及啓発に係る
国補助事業、「東京都戸建住宅等耐震化促進事業」に係る
特定財源を設定すべきと考える。
また、特定財源の単価については、「本年9月に実施した区
側調査結果による実績単価を基本」とするとの説明があっ
たが、この実績単価について、どのように算出したのか、
伺う。
（第２回幹事会）

特定財源は、耐震診断等助成費について、単価×対象件数
で設定した。単価については、本年9月に実施した区側調査
結果による実績単価を基本とし、都補助金に上限単価があ
るものは上限単価としている。対象件数については、ま
ず、都の耐震改修促進計画による住宅総数から、令和2年度
までに耐震性を満たしたとされる住宅数を除く。次に、総
務省の住宅・土地統計調査による住宅数の区部割合を乗じ
た上で、不燃化特区と重複する部分を除いて設定してい
る。また、都補助金については、整備地域内外に分け、整
備地域内の住宅数を対象としている。
（第２回幹事会）

28 【投資・態容補
正】防災生活道路
整備・不燃化促進
事業（まちづく
り）

当態容補正については、まちづくりに要する事業費を加算
するものであり、加算に当たっては、それぞれの事業に係
る区負担額に「2/2」あるいは「1/2」を乗じる調整を行っ
ている。今回、都補助が延長されたことに伴い新規算定を
行うとのことだが、「防災生活道路整備・不燃化促進事
業」に係る経費について、「2/2」算定とする理由につい
て、伺う。
（第２回幹事会）

都の「防災都市づくり推進計画」の改定に伴い、新たに時
限的に東京都防災密集地域総合整備事業補助金の対象とさ
れた、防災生活道路整備・不燃化促進事業に係る経費につ
いて、まちづくりに要する事業費を加算する態容補正によ
り新規に算定する。なお、算定対象は、補助対象事業費か
ら補助額を控除した補助裏部分を「2/2」算定とし、算定年
度については、当態容補正が前年度事業費を加算するもの
であるため、当事業に対する都補助事業が終了する年度の
翌年度までの算定とする。
（第１回幹事会）
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基準財政需要額の調整項目（つづき）
№ 項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

【投資・態容補
正】防災生活道路
整備・不燃化促進
事業（まちづく
り）
（つづき）

本態容補正は、まちづくりに要する事業費について、特別
区の事業実施に支障が生じないよう財源保障をするもので
あることから、基本的に「2/2」で算定するべきと考えてい
る。
（第３回幹事会）

29 【小・中学校費】
学校運営費（学校
給食牛乳紙パック
リサイクル回収事
業費）

学校給食牛乳紙パックリサイクル回収事業に係る経費につ
いて、回収日数に各区でばらつきがあるため、標準区経費
の設定として妥当ではないと考える。
（第２回幹事会）

学校運営費について、学校給食用牛乳の空き紙パックのリ
サイクル回収に係る経費を新規に算定する。なお、事業の
性質等を踏まえ、全比例での算定とし、標準区経費は令和2
年度の休校期間を踏まえ、令和2年度決算に、令和2年度と
令和3年度の回収実施日数の比率を乗じた後、回帰分析によ
り設定する。
（第１回幹事会）

都側の意見を踏まえ、牛乳紙パックのリサイクル回収につ
いて、週5日回収を行うモデルを設定し、改めて標準区経費
を設定した。
（第３回幹事会）

30 【小・中学校費】
学校運営費（学習
状況調査費）

学習状況調査については、国において小学校6年生及び中学
校3年生を対象に調査を実施している。区が独自に行ってい
る調査は、国の調査の上乗せとして追加的に実施している
ものであり、各区が財政状況を勘案の上、独自の政策判断
により実施しているものと考える。そのため、本提案事業
は、財調上で算定すべき標準的需要ではないと考える。
（第２回幹事会）

学校運営費について、児童・生徒一人ひとりの学習状況を
把握するため行う学習状況調査に係る経費を新規に算定す
る。なお、事業の性質等を踏まえ、全比例での算定とし、
標準区経費は回帰分析により学年別に設定する。
（第１回幹事会）
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基準財政需要額の調整項目（つづき）
№ 項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

【小・中学校費】
学校運営費（学習
状況調査費）
（つづき）

国が行っている調査とは実施目的、対象学年や科目数等が
異なり、国の調査とは別の事業であると考える。都側が上
乗せと考える根拠を伺う。
（第３回幹事会）

31 【小・中学校費】
学校運営費（家庭
学習環境通信整備
事業費）

各区で実施している事業の対象者が一様ではなく、標準区
経費として妥当ではないと考える。
（第２回幹事会）

学校運営費について、タブレット等を用いた家庭学習を行
うためのルータ貸付等、通信環境整備に係る経費を新規に
算定する。なお、事業の性質等を踏まえ、全比例での算定
とし、標準区経費は回帰分析による経費に、標準区におけ
る児童生徒数及び貸付等対象児童生徒数の発生率を乗じて
設定する。
（第１回幹事会）

貸付等対象児童生徒数の発生率を乗じて標準区経費を設定
していることから、妥当性はあるものと考える。
（第３回幹事会）

32 【小・中学校費】
学校運営費（学校
教育ＩＣＴ化関連
経費）

運用保守経費について、既に算定されているＩＣＴ支援委
託との業務内容の違いについて明らかにされたい。また、
国が令和4年度から補助事業として実施を予定しているＧＩ
ＧＡスクール運営支援センター整備事業と同種の事業であ
ると考えるが、区の見解を伺う。
学習用ソフトウェアライセンス料について、国が無償利用
可能なものとして実施しているＭＥＸＣＢＴ（メクビッ
ト）事業と同種の事業であると考えるが、区の見解を伺
う。
（第２回幹事会）

学校運営費について、児童・生徒一人一台のＰＣ導入に伴
う、運用支援及びヘルプデスクの設置に係る運用保守経費
並びに学習用ソフトウェアライセンス料を新規に算定す
る。なお、決算見込額の回帰分析結果や事業の性質等を踏
まえ、全比例での算定とし、標準区経費は回帰分析により
設定する。
（第１回幹事会）
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基準財政需要額の調整項目（つづき）
№ 項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

【小・中学校費】
学校運営費（学校
教育ＩＣＴ化関連
経費）
（つづき）

運用保守経費について、ＧＩＧＡスクール運営支援セン
ター整備事業との関連性を確認した。この事業は、国の令
和3年度補正予算案として衆議院を通過していることから、
今年度から開始されることになるものと考える。令和3年度
はＧＩＧＡスクール運営支援センターの開設準備等に係る
補助であり、令和4年度からは運用保守事業への補助が予定
されているため、運用保守経費の設定にあたっては国事業
の状況を見極めた上で判断する必要があると考える。
また、学習用ソフトウェアライセンス料については、国が
類似する事業を無償で実施していることを認識しているに
も関わらず、該当する経費を含めているなど標準区経費と
して妥当ではない。国事業を踏まえて精査すべきである。
（第３回幹事会）

運用保守経費に含まれる運用支援業務は、ユーザ情報や利
用情報の管理・集計、遠隔操作によるアップデート等を行
うもの、ヘルプデスクは電話による学校職員からの問合せ
対応等を行うものであり、複数校を巡回して操作活用の支
援・助言等の人的支援を行うＩＣＴ支援委託とは、事業の
趣旨が異なるものである。ＧＩＧＡスクール運営支援セン
ター整備事業については、一定程度の関連性が考えられる
が、現時点では予算要求段階であること、また詳細な事業
内容が明らかになっていないことから、今後の動向を注視
し、必要に応じて算定を見直すべきものと考える。
また、学習用ソフトウェアライセンス料について、国が実
施するＭＥＸＣＢＴ事業が一定程度類似した取組みである
ことは区側としても認識している。一方、令和3年度時点で
は実証段階であること、機能拡充の過渡期であり今後の提
供状況や各区の導入判断については不透明なことから、現
時点においては特別区の実態を踏まえた算定とすべきもの
と考える。
（第３回幹事会）

33 【小・中学校費】
学校運営費（授業
目的公衆送信補償
金）

標準区経費の設定において、在籍人数を用いるべきところ
を、一部の区で定員数が用いられていることから、当該部
分を修正するとともに、他に誤りがないか、改めて精査す
べきと考える。
（第２回幹事会）

学校運営費について、授業目的公衆送信補償金を新規に算
定する。なお、事業の性質等を踏まえ、全比例での算定と
し、単価は授業目的公衆送信補償金規程に定める金額によ
り、人数は通常学級及び特別支援学級等の在籍人数の割合
により、それぞれ設定する。
（第１回幹事会）

都側の意見を踏まえ、人数設定等を精査し、改めて標準区
経費を設定した。
（第３回幹事会）
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基準財政需要額の調整項目（つづき）
№ 項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

34 【小・中学校費】
学校運営費（学校
諸室冷房設備整備
経費）

標準区経費の設定については、教育費において既に算定を
している普通教室等の空調経費と同様にリース経費とすべ
きと考える。
（第２回幹事会）

学校運営費について、特別教室及び給食室への冷房設備の
整備及び保守点検に係る経費を新規に算定する。なお、事
業の性質等を踏まえ、全比例での算定とし、標準区経費は
実施区平均により算出した1㎡当たり単価と国庫負担金等の
交付に係る運用細目及び財調における標準事業規模にて定
める特別教室等の面積により設定する。
（第１回幹事会）

特別区の実態としては工事設置によるものが多数であり、
区案は妥当であると考える。しかしながら、提案した内容
では、合意することが困難であることから、都側の意見を
踏まえ、リース設置により改めて標準区経費を設定した。
（第３回幹事会）

35 【中学校費】学校
職員費（部活動指
導員報酬）

部活動指導員については、時間当たりの単価を1,600円とし
た都の補助事業が実施されているため、標準区経費につい
ては、この都補助単価を基に単価を設定すべきである。ま
た一校当たりの時間数について、実施区平均を用いた標準
区設定は妥当ではない。
（第２回幹事会）

中学校における学校職員費について、部活動指導員に係る
経費を新規に設定する。なお、事業の性質等を踏まえ、全
比例での算定とし、標準区経費は実施区平均により設定す
る。
（第１回幹事会）

都側の主張する時間当たり単価は都内区市町村一律のもの
である。地域による賃金や物価の差など特別区の実態を踏
まえず、都補助単価とすべきとする都の見解を伺う。
（第３回幹事会）
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基準財政需要額の調整項目（つづき）
№ 項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

36 学校図書館システ
ム運営費

学校図書館システムは学校ごとに導入されているシステム
であるのか伺う。その上で、学校ごとに導入されているの
であれば、その他の教育費で算定するのではなく、測定単
位学校数に比例する経費として設定すべきと考える。
また、システム導入以前は、職員が対応している業務であ
るため、当該システムの導入により縮減される経費につい
ても所要の見直しを行うべきと考える。
（第２回幹事会）

学校図書館システムに係る経費について、新規に算定す
る。なお、回帰分析結果や事業の性質等を踏まえ、全固定
での算定とし、標準区経費は実施区平均により設定する。
（第１回幹事会）

学校図書館システムは一般的に学校ごとに導入されている
ため、都側の意見を踏まえ、改めて標準区経費を設定す
る。また、当該システム導入により縮減される経費につい
ては、学校司書が考えられるが、令和3年度財調協議にて実
態の単価及び国の目標水準によって算定されており、本経
費の算定により縮減される経費はないものと考える。
（第３回幹事会）

37 私立幼稚園等保護
者負担軽減事業費

今回の区側提案は、国の幼児教育・保育の無償化上限額を
超える部分に対して実施している都補助事業の上乗せとし
て、区が行う保護者負担軽減事業を算定すべきとの内容で
ある。
本提案については、これまでも複数回にわたり区側から提
案され、その際、都内区市町村の「合理的かつ妥当な水
準」である都事業の上乗せとして実施しているものであ
り、財調上の「あるべき需要」ではないとする都の考えを
示したところである。
今回の区側提案についても、都事業の上乗せとして実施し
ていることに変わりはないものであり、財調上の「あるべ
き需要」ではないと考える。
（第１回幹事会）

本事業は、幼児教育・保育の無償化後も保護者負担が残る
ことから、その負担を軽減するため、保育料等の補助を
行っているもので、特別区の実施状況を踏まえ、新規提案
する。
令和2年度財調協議では、都側から「本事業は、都事業に対
する上乗せとして、実施しているものであり、区の自主財
源事業である」として協議不調となった。
まず、都事業と本提案の保護者負担軽減事業の関係性を整
理する。都事業についてだが、都内幼稚園等の平均保育料
が国の設定する無償化上限額に比べ高額であることから、
その差額を補助することで保護者の負担を解消することを
目的としている。
次に、本提案の保護者負担軽減事業は、特別区内の幼稚園
等の平均保育料が都内平均よりも高額なため、都事業を踏
まえたとしても、なお保護者に負担が残ることから、都事
業の上乗せとして保育料等を補助する事業となっている。
よって両事業の目的は同一のものであり、このことからも
区が行う保護者負担軽減事業は不可欠なものであり、財調
上、算定されるべきと考えている。
ぜひ、区案に沿って整理されるようお願いする。
（第１回幹事会）
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基準財政需要額の調整項目（つづき）
№ 項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

私立幼稚園等保護
者負担軽減事業費
（つづき）

合理的かつ妥当な水準についての質問があった。
これについては、過去の協議において、「都事業について
は、都民が都内のどこに住んでいても、同水準の行政サー
ビスを受けられるよう、都が判断し、その責任をもって定
めたものであり、合理的かつ妥当な水準である」と申し上
げたとおりである。
（第２回幹事会）

第1回幹事会で申し上げたが、特別区内の幼稚園等の平均保
育料は、都の設定する補助基準を超えているため、幼児教
育・保育の無償化後も保護者の負担が生じている状況にあ
る。
そのため、本事業は、特別区が都事業を補完するため、都
と同じ目的で、保護者負担の軽減を図っているものであ
る。
以上のことからも、本事業の水準こそが、特別区域におい
ては、合理的かつ妥当な水準であると考える。
都側が、特別区域において、保護者の負担が生じることと
なる都内一律の補助基準が、特別区における合理的かつ妥
当な水準であるとするその理由を伺う。
（第２回幹事会）

38 障害者スポーツ推
進事業費

区側提案は、障害者スポーツの振興等に係る経費の決算を
基に回帰分析を実施しているとのことであるが、具体的な
事業内容が精査されておらず、標準区経費としての妥当性
について判断ができない。
（第２回幹事会）

障害者スポーツの振興や環境整備等に係る経費について、
新規に算定する。なお、決算の回帰分析結果や事業の性質
等を踏まえ、一部固定での算定とし、標準区経費は回帰分
析により設定する。
（第１回幹事会）

対象事業については、障害者スポーツの体験会や交流会、
普及啓発イベント等が含まれている。いずれの事業につい
ても、障害者スポーツを通じた健康長寿社会や共生社会の
構築等を実現するべく、各区がそれぞれ事業を実施してい
るものであり、決算をもとに設定した区案は合理的かつ妥
当な水準であると考える。
障害者スポーツの普及促進をより一層図るためにも、特別
区の実態を踏まえた区案のとおり整理したいと考えるが、
都側の見解を伺う。
（第３回幹事会）
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基準財政需要額の調整項目（つづき）
№ 項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

39 【中学校費】学校
運営費（部活動講
師謝礼等）

部活動講師については、部活動指導員と業務内容が類似し
ているため、見直しにあたっては、同一期間における双方
の活用状況を確認する必要があると考える。しかし、標準
区経費の設定に使用されている決算年度が、本提案と同時
に提案されている部活動指導員に係る提案とで異なってい
ることから、同一期間の活用状況が確認できない。
また、各区の時間単価にばらつきがあるが、その理由につ
いて伺う。
（第２回幹事会）

部活動のコーチ等として技術的な指導を行う部活動講師に
係る経費について、特別区の実態を踏まえ、1校当たりの経
費を見直し、算定を充実する。なお、事業の性質等を踏ま
え、全比例による算定とし、標準区経費は実施区平均によ
り設定する。
（第１回幹事会）

部活動講師は、部活動指導員とは業務内容は類似するもの
の別の職種であり、各区両者を必要に応じて任用してい
る。そのため、同一期間で活用状況を比較する必要はない
と考える。また、時間単価のばらつきは、各区の予算や学
校の状況等による判断である。
（第３回幹事会）

40 私立幼稚園施設型
給付費

公定価格においては、基本分単価のほか、加算要件を満た
した場合に加算される各種加算額がある。区案は、この各
種加算額について、どのように標準区経費を設定している
のか伺う。
また、現行算定では、公定価格について、翌年度フレーム
には当年度の単価を使用しているが、区側提案では前年度
単価が使用されている。これは使用する単価を変更すると
いうことか。
さらに、加算額の積算に係る計算式に一部誤りがあるた
め、当該部分を修正するともに、他に誤りがないか、改め
て精査すべきと考える。
（第２回幹事会）

公定価格の見直しに伴い、私立幼稚園施設型給付費につい
て、特別区の実態を踏まえ、算定を充実する。
（第１回幹事会）

施設機能強化推進費加算を除くとのことであるが、その他
の加算項目と同様にすべきと考える。
（第３回幹事会）

区側提案にあたっては、これまでの合意内容から施設機能
強化推進費加算を除き、区内の調査対象施設における各加
算項目について調査を行い、半数を超える園において実施
が確認できた加算について、標準区経費として設定してい
る。
（第３回幹事会）
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基準財政需要額の調整項目（つづき）
№ 項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

41 放課後子ども教室
推進事業費

区側提案は、特別区の実態を踏まえたものとのことである
が、具体的に対象としている事業内容等が精査されておら
ず、標準区経費としての妥当性について判断ができない。
また、本事業については平成26年度財調協議において言及
した「東京都放課後子供教室推進事業費補助金算定基準」
があるべき妥当な水準であると考える。
（第２回幹事会）

放課後子ども教室推進事業費について、特別区の実態を踏
まえ、業務委託による設定に見直すとともに、算定を充実
する。なお、決算の回帰分析結果や事業の性質等を踏ま
え、一部固定での算定とし、標準区経費は回帰分析により
設定する。
（第１回幹事会）

現行の都補助基準による算定において、充足している区は4
区に留まり、実態と算定に乖離があることは明らかであ
る。都補助基準が特別区の事態を捕捉できていない現況を
踏まえれば、区案のとおり特別区の実態を踏まえた設定と
すべきと考えるが、都側の見解を伺う。
（第３回幹事会）
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基準財政需要額の調整項目（つづき）
№ 項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

42 35人学級への対応 まず、標準行政規模の見直しの基本的な考え方について、
確認する。
現在、小学校費の算定では、測定単位を、学校数・学級
数・児童数の3つとしており、それぞれの標準行政規模は34
校・612学級・24,480人となっている。
これは、標準区において、小学校が34校あり、学校一校当
たりに各学年3学級の計18学級があり、一学級あたりの児童
数が40人ということである。
これまでの法改正により、令和4年度時点では、小学校の第
1学年から第3学年について、一学級あたりの児童数が40人
から35人に引き下げられる。
例えば、40人が在籍するクラスが1クラスあった場合、35人
学級の導入により、一学級20人が在籍するクラスが2クラス
出来ることになる。この時、学級数は1学級増加する一方
で、児童数は40人のまま、不変となる。
例示した様に、法改正による影響は、在籍する児童数の合
計が増減するものではなく、単純に考えれば、第1学年から
第3学年の学級数の増加になると考えるが、区側提案では児
童数を減少させるものとなっている。
標準行政規模について、学級数ではなく、児童数を見直す
こととした区側の見解を伺う。
（第１回幹事会）

令和3年4月1日より「公立義務教育諸学校の学級編制及び教
職員定数の標準に関する法律の一部を改正する法律」が施
行されている。
本提案は、この法改正に伴い、標準行政規模の小学校費等
における児童数を見直すとともに、普通教室の不足に対応
するため、特別教室等の普通教室への転用経費を算定する
ものである。
提案内容だが、1点目の標準行政規模の見直しについては、
令和4年度に小学校における第3学年までの1学級あたりの児
童数を40人から35人に引き下げ、以降令和7年度まで段階的
に引き下げるものである。なお、地方交付税においても、
平成23年度に第1学年の学級編制標準が40人から35人へ改正
された際には、同様の見直しが行われている。
また、児童数の引き下げにあたっては、あわせて標準区経
費の該当箇所を引き下げることで、最終的に単位費用に増
減が生じないよう調整を行う。
2点目の特別教室等の普通教室への転用経費については、35
人学級への対応によって、普通教室が不足する区立小学校
を抽出し、その発生率を算出した。ここから標準区におけ
る特別教室等の普通教室への転用が必要となる学校数を算
出し、これに転用を行う1室当たりの実施区平均の整備単価
を乗じて、積算した。
本提案は法改正に対応する経費であり、財調においても、
必要な需要として、反映すべき内容と考えている。
（第１回幹事会）
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基準財政需要額の調整項目（つづき）
№ 項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

35人学級への対応
（つづき）

区側が標準行政規模の学級数を見直さない理由は、学校教
育法施行規則において、18学級以下が標準とされているた
め、18学級を超えることは標準区のモデルとして適切では
ないとのことである。
次に経常的経費について、2点伺う。
1点目は、測定単位「児童数」の経費について、児童数の引
き下げに当たり、標準区経費も同様に引き下げ、単位費用
に増減が生じないように調整するとのことだが、この理由
を伺う。
2点目は、35人学級となった場合、測定単位「学級数」で算
定している経費について、児童の使用する机やイスなど、
減少する経費が見込まれるが、こうした経費の見直しを行
わない理由を伺う。
次に、投資的経費についてであるが、区側提案は、35人学
級への対応により、実際には学級数が増加し普通教室が不
足することから、特別教室等を普通教室へ転用するための
経費を、標準区経費に算入するものとなっている。
しかし、先程の区側発言にもあったように、標準行政規模
の学級数は見直さないものとなっているため、標準行政規
模の学級数は612学級で変わらない。
財調における標準行政規模の学級数が612学級のまま変わら
ないということは、標準区において、普通教室の不足は発
生しないということになると考える。
（第２回幹事会）

第1回幹事会において、都側から確認のあった点についてお
答えする。
学校教育法施行規則では、小学校における学級数は12学級
以上18学級以下を標準と規定しており、現行の学級数を増
とすることは、18学級を超過することになるため、標準区
においては、適切なモデルではないと考える。
このような児童数の見直しの対応は、地方交付税制度と同
様の手法であることから、学級数ではなく、児童数を見直
すこととしている。
また、各区の実態では、35人学級への対応として、学級数
が増となるが、その増加分については、数値確認により捕
捉されることから、財調上も適切に算定されることとな
る。
（第２回幹事会）
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２その他関連する項目

№ 項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

1 特別交付金 特別交付金の割合については、平成19年の都区協議会にお
いて、条例の本則を2％から5％に変更する改正条例文案を
提示して都区で合意し、改正したものである。
各区においては、その地理的、社会的、経済的諸条件によ
る様々な行政課題に対応するために、その時々の状況に応
じて独自性を発揮した多種多様な事業に取り組んでいる。
これまで普通交付金の算定改善にも取り組んできたが、近
年の特別交付金の申請状況を見ても、普通交付金の算定対
象にはなっていない区ごとに異なる財政需要が、5％を大き
く超える規模で毎年申請されている。こうした財政需要を
着実に受け止めるためには、5％が必要であると考える。
また、区側から「現行の特別交付金の割合が5％である以
上、各区がそれに見合う規模の申請を行うことは当然のこ
と」との発言があった。
特別交付金とは、地方自治法施行令で、普通交付金の額の
算定期日後に生じた災害等のための特別の財政需要があ
り、又は財政収入の減少があることその他特別の事情があ
ると認められる特別区に対し、当該事情を考慮して交付す
ると定められている。「5％の規模に見合うようにするた
め」との理由で申請されるべきものではない。
特別な事情に該当しないものを、「5％の規模に見合うよう
にするため」に申請しているのであれば、これを改めるべ
きであることは言うまでもない。
また、区側から、「算定の透明性・公平性の向上」につい
ての発言があったが、特別交付金の算定ルールについて
は、都側で一方的に策定したものではなく、都区で議論を
積み重ね合意したものであり、透明性・公平性の確保の観
点からも、その内容について大きな問題はないと考えてい
ることはあらかじめ申し上げておく。
（つづきあり）

区側としては、各区が安定的な財政運営を行うためにも、
可能な限り、算定内容が客観的かつ明確に規定されている
普通交付金による対応を図るため、割合を2％に引き下げる
べきと考える。
例年の財調協議において、都側からは「普通交付金の算定
対象にはなっていない区ごとに異なる財政需要が、5％を大
きく超える規模で毎年申請されている。これらの財政需要
を着実に受け止めるには、5％が必要である」との主張が繰
り返されている。
しかしながら、現行の特別交付金の割合が5％である以上、
各区がそれに見合う規模の申請を行うことは当然のことで
あり、各区の申請状況をもって割合を改める必要はないと
する論拠にはなり得ない。
昨年度、区側で実施したアンケート調査にて、特別交付金
の算定に関しての都区の認識に隔たりがあることが確認さ
れたことから、区側が認識していない運用ルールの明確化
を求めた。
その結果、今年度の都の特別交付金申請依頼通知におい
て、各種システムの維持管理経費と会議用の食糧費につい
て、算定除外経費として明記されることになった。
今年度も引き続き、区側が認識していない運用ルールの明
確化を行い、特別交付金の算定の透明性・公平性を高めた
いと考える。
具体的には、都側が統一対応として算定除外としている事
業を、毎年度各区に提示することを提案する。
このことにより、算定の透明性や公平性が高められ、か
つ、不要な申請作業が減ることから、都区双方の事務の軽
減に繋がると考えているので、割合の見直しと合わせ、是
非、前向きにご検討いただきたい。
（第１回幹事会）
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２その他関連する項目（つづき）

№ 項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

特別交付金
（つづき）

協議会でも申し上げたが、今年度の申請においても、相変
わらず普通交付金で算定している事項の申請が見られ、区
側提案により令和3年度から普通交付金の算定対象として合
意された事項の申請も多くの区で見受けられた。
中でも、昨年度「不要な申請作業が減少し、都区双方の事
務の軽減に繋がる」ことから、算定除外経費として明確に
することを合意した各種システムの維持管理経費について
は、今年度も約半数の区から申請があるなど、事務の軽減
には繋がっていない。
現行の制度を適切に運用し、確実な算定を行うためだけで
はなく、都区双方の事務の軽減の観点からも、「算定ルー
ルに基づいた適正な申請」となるよう、申請内容の精査に
ついては、改めてお願いしたい。
なお、「区側が認識していない運用ルールの明確を求めま
した。その結果、今年度の都の特別交付金申請依頼通知に
おいて、各種システムの維持管理経費と会議用の食糧費に
ついて、算定除外経費として明記されることになりまし
た。」との区側発言があった。
これについては、これまでも区側提案により普通交付金算
定された事項を特別交付金で申請しているケースが多数
あったことから、令和元年度以降、特別交付金申請依頼に
際して、協議により普通交付金算定されることとなった事
項を明記して、各区宛に通知している。
また、このほか、都の行う都区財政調整説明会においても
説明するとともに、区の行う説明会においても説明をお願
いしてきた。
こうした一連の取組の一つとして、昨年度は都からの申請
依頼通知に明記することとしたものである。
（第１回幹事会）
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２その他関連する項目（つづき）

№ 項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

特別交付金
（つづき）

区側から、「各区は、現行の算定ルールに基づき「特別の
財政需要」に該当すると考えられる事業について申請して
いるに過ぎない。」との発言があった。これは、第1回幹事
会で都側が発言した、「普通交付金の算定対象にはなって
いない区ごとに異なる財政需要が5％を大きく超える規模で
毎年申請されている」ことの証明であり、こうした財政需
要を着実に受け止めるためにも5％が必要であると考える。
なお、区側から、「申請の規模が5％を下回れば、割合を引
き下げると考えていいか」との発言があったが、都はあく
までも現状における都の考えを述べたものであり、仮定の
話にお答えできるものではない。
次に、区側から、「算定ルールについて、区側から例年見
直しを提案しているにも関わらず、問題ないとする理由」
についての発言があった。これまで何年にも渡って答えて
いるが、特別交付金の算定にあたっては、「普通交付金の
額の算定期日後に生じた災害等のための特別の財政需要が
あり、又は財政収入の減少があることその他特別の事情が
あると認められる特別区に対し、当該事情を考慮して交付
する」と、地方自治法施行令に規定され、毎年度、申請さ
れたすべての案件について、この規定及び算定ルールに基
づき判断している。そのため、現行の算定ルールは透明
性・公平性の観点から、その内容について、大きな問題は
ないと考える。
また、昨年度の区側提案は、「事務の軽減のみを目的とし
たものでは無く、算定の透明性・公平性の観点と合わせて
行ったもの」との発言があった。都は「都区双方の事務軽
減に繋がる。」この1点のみで合意している。「算定の透明
性・公平性の観点と合わせて」合意したものではないの
で、間違いの無いようお願いしたい。
（つづきあり）

第1回幹事会において都側より、「特別な事情に該当しない
ものを、『5％の規模に見合うようにするため』に申請する
のであれば、これを改めるべきであることは言うまでもな
い。」との発言があった。
各区は、現行の算定ルールに基づき「特別の財政需要」に
該当すると考えられる事業について申請しているに過ぎな
い。
各区の申請に対する考え方に問題があるというような発言
は、改めていただきたい。
最後に、都側は、区ごとに異なる財政需要が5％を大きく超
える規模で毎年申請されており、こうした財政需要を着実
に受け止めるためには5％が必要と主張しているが、申請の
規模が5％を下回れば、割合を引き下げると考えてよいか。
都側の見解を伺う。
算定ルールについては、これまでの協議からも都区双方の
認識に隔たりがあると考えられるが、その差を埋めるべ
く、見直しを提案しているものである。
都側は、算定ルールについて、都区で議論を積み重ね合意
したものであり、その内容について大きな問題はないとの
考えだが、区側が例年見直しを提案しているにも関わら
ず、問題ないとする理由について、都側の見解を伺う。
次に、第1回幹事会において、都側より、「算定除外経費と
して明確にすることを合意した各種システムの維持管理経
費については、今年度も約半数の区から申請があるなど、
事務の軽減には繋がっていない」との発言があった。
昨年度の提案は事務の軽減のみを目的としたものでは無
く、算定の透明性・公平性の観点と合わせて行ったもので
ある。算定除外経費が明確になったことにより、若干なが
ら透明性を向上させることができたことから、今年度も引
き続き取り組むべきと考える。
（つづきあり）
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２その他関連する項目（つづき）

№ 項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

特別交付金
（つづき）

次に、都からの回答がないとのことであるが、ただ今、申
し上げたように、都は「都区双方の事務軽減に繋がる。」
この1点で合意したことから、今年度の申請の状況をお話し
し、「算定除外経費を明確化しても、事務の軽減には繋
がっていない」ことを申し上げ、「算定ルールに基づいた
適正な申請を」と第1回幹事会でお願いしたものである。
端的に言えば、事務の軽減に繋がっていないことから、今
回の区側提案には合意するものではないということであ
る。
（第２回幹事会）

第1回幹事会において、区側より、統一対応として算定除外
としている事業について、毎年度各区に提示することを提
案したが、回答がなかった。改めて都側の見解を伺う。
都側が統一対応として算定除外としている事業は、当該区
しか把握出来ない状態となっており、他区には周知されて
いない。これを各区に周知することで、算定の透明性・公
平性が高められ、かつ都区双方の事務の軽減にも繋がるも
のである。
以上、申請の規模が5％を下回った場合の割合の引き下げ、
及び現行の算定ルールで問題ないとする理由、並びに統一
対応として算定除外としている事業を全区に提示すること
の3項目について、都側の見解を示されたい。
（第２回幹事会）
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２その他関連する項目（つづき）

№ 項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

2 都市計画交付金 都市計画交付金については、第1回財調協議会でも申し上げ
たが、都としても、特別区における都市計画事業の円滑な
実施は重要であると考えている。
そのため、これまでも都市計画交付金の運用について、各
区から都市計画事業の実施状況や意向等を伺いながら、区
施行の連続立体交差化事業の対象化や都市計画公園整備事
業の面積要件緩和など、様々な見直しを順次行ってきた。
今後とも各区が取り組む都市計画事業を円滑に促進する観
点から、各区から直接、現状や課題などを伺うなど、引き
続き、適切に調整を図りながら対応したいと考えている。
（第１回幹事会）

区側としては、従前から申し上げているとおり、都市計画
税本来の趣旨を踏まえ、都市計画事業の実績に見合う配分
や、交付率の撤廃・改善等、抜本的な見直しについて提案
する。
近年、都市計画税は、増収傾向にあり、平成29年度から令
和2年度にかけて約216億円の増収となっており、特別区の
都市計画交付金対象事業費についても年々増加傾向となっ
ている。しかしながら、都市計画交付金予算額は、平成29
年度以降200億円に据え置かれ、都市計画税に対する比率は
年々低下し続けている。
今後も市街地再開発事業を始めとする、特別区の都市計画
事業の増加に伴い、更なる特別区の一般財源負担と財調財
源への圧迫が見込まれる。
区側としては、これらの状況のほか、都市計画税本来の趣
旨を踏まえ、交付率の撤廃・改善や、特別区の都市計画事
業の実績に見合うよう、交付金総額の拡大を図る等、抜本
的な見直しを早急に求める。
また、これまでも区側が再三情報の提示を求めているにも
かかわらず、都が行う都市計画事業の実施状況や都市計画
税の充当事業の詳細は明らかにされていない。特に目的税
である都市計画税の使途については、国は、議会や住民に
対しその使途を明らかにするとともに周知することが適当
であるとしている。都知事の目指す都政の透明化を図る意
味からも、区側が求める情報を開示すべきと考えるが、都
側の見解を伺う。
（つづきあり）
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２その他関連する項目（つづき）

№ 項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

都市計画交付金
（つづき）

昨今の財調協議においては、実質的な議論ができていな
い。都市計画交付金が創設されて以降、これまでも、交付
金の対象事業の見直しや、交付要件の緩和等については、
財調協議の場を中心に整理してきた経緯に鑑みれば、本来
的には財調協議の場で議論することが相応しいと考える。
しかしながら、本年8月の都への予算要望等でも申し上げた
とおり、財調協議とは別に、都市計画税の活用・配分の仕
方、都市計画決定権限等を含めた都市計画事業のあり方に
ついての協議体を設置することも含め、まずは議論に応じ
ていただくようお願いする。
都市の健全な発展と秩序ある整備を図るためには、都区双
方が協力し、円滑に都市計画事業を執行していくことが必
要である。10月に実施された「知事と区市町村長との意見
交換」においても都側より、「都市計画事業というのは、
都区一体、連携して進めていく大切な事業でございますの
で、今後も十分、意見交換をさせていただきながら、都市
計画事業の円滑な促進に努めてまいりたいと思います。」
との発言があったとおり、ともに東京のまちづくりを担う
パートナーとして、都市計画交付金について、積極的に議
論を重ね課題解決に臨みたいと考えているので、ぜひとも
前向きに協議に応じていただくよう、お願いする。
（第１回幹事会）
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２その他関連する項目（つづき）

№ 項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

都市計画交付金
（つづき）

都市計画交付金については、都区間で認識に違いがある
中、都としては財調協議の場ではなく、今後も各区から直
接、都市計画事業の実施状況や意向等を踏まえながら、適
切に対応していきたいと考えているが、ただ今、区側から
発言のあった3点について、都の考え方をお示しする。
まず1点目の「都市計画交付金の規模の拡大と交付率の撤
廃・改善」についてであるが、規模に関しては、予算の見
積もりに当たり、各区の状況を伺った上で所要額を積算し
ている。
また、交付率についても、算定要領に基づき、弾力的な運
用を行っている。
なお、対象事業については、各区から都市計画事業の実施
状況や意向等を伺いながら、区施行の連続立体交差化事業
の対象化や、都市計画公園整備事業の面積要件緩和など、
様々な見直しを順次行ってきた。
2点目の「都市計画事業の実態を検証するための情報の提
示」についてであるが、東京都が実施している都市計画事
業の実態を、この財調協議の場で検証する必要はないと考
えている。
3点目の「都市計画事業のあり方についての協議体の設置」
についてであるが、都市計画交付金の運用に当たっては、
繰り返しになるが、今後も各区から直接、都市計画事業の
実施状況や意向等を伺いながら適切に対応していく。
（第２回幹事会）

第1回幹事会において、区側から「都市計画交付金の規模の
拡大と交付率の撤廃・改善」、「都市計画事業の実態を検
証するための情報の提示」、「都市計画事業のあり方につ
いての協議体の設置」の3点について求めたが、都側から明
確な回答はなかった。
「各区から直接、現状や課題などをお伺いするなど、引き
続き、適切に調整を図りながら対応してまいりたい」と
いった、これまでと同様の発言を繰り返される都側の姿勢
は、財調協議が実りあるものとなるよう、真摯に協議に取
り組むという財調協議会における発言との矛盾さえ感じる
ところである。
我々は、特別区の代表として、財調協議に臨んでいる。
「各区から直接、現状や課題などをお伺いする」というの
であれば、この場において、区側が主張している現状や課
題に対し、都側の見解を述べるべきであると考える。
そこで、区側が提案している3点について、改めて、都側の
見解を伺う。
（第２回幹事会）
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№ 確認事項等

1
・標準区経費の引下げの実施案を提示
・標準区経費の引下げの実施手順を説明

2
・標準区経費の引き下げにあたって、基本となる調整方法は、「標準行政規模（変更
後）÷標準行政規模（変更前）」で求める率（以下、調整率）を各経費に乗じる、とい
う理解でよいか

3 ・調整率について、有効桁数をどうするか

4
・現在の標準区経費は、百円単位・十円単位・一円単位で四捨五入している経費も多数
あり、経費引下げ後も極力同様に処理すべきと考えるが、この点に関する区の見解

5

・特定財源、特に国や都の補助金については、実態としても千円単位で交付されること
が多い。そのため、財調上も現在百円単位で四捨五入しているものについては、引き下
げ後も同様の整理とすべきと考えるが、この点に関する区の見解

・上記について、現行と同様の整理をするとした場合、端数処理により、調整率を乗じ
た数値と乖離が生じるが、その乖離の調整方法

6
・具体的な内訳がない経費（ex.学校運営費－需用費－電気料）について、端数処理をど
うするか

7

・積算の内訳がある経費（ex.結核健康診断費－結核対策委員会委員謝礼）について、ど
のように引き下げを実施するのか
・単価、日数、人数を調整する場合、現在小数点以下の数値を設定していないものにつ
いては、同様に処理すべきと考えるが、この点に関する区の見解

8
・国単価、都予算連動、都補助基準準拠、他費目との共通する単価（給与や旅費等）、
その他何らかの資料等から数値を引用している経費については、単純に調整率を乗じる
べきではないと考えるが、この点に関する区の見解

9
調整方法に関する確認事項（NO.2～8）を踏まえて、標準区経費を引き下げた結果、単位
費用に増減が生じる場合、各事業間で経費の調整を行う必要があると考えるが、この点
に関する見解及び想定している具体的な実施手順

10 職員数 ・標準職員数に与える影響

11
固定費

（児童生徒数のみ）

・固定費についての調整方法
・固定費について調整を行わない場合、固定費比率が変動する可能性があるが、その点
に関する区の見解

12 補正
・小学校費「児童数」の密度補正では、準要保護児童数の多少により要保護・準要保護
児童就学援助費の割増又は割減の補正を実施しているが、今回の見直しによる本補正へ
の影響に関する区の見解

13
・令和4年度財調協議において、本提案が合意となった場合、他の児童数に関係する提案
の標準区への反映方法

14
・令和5年財調協議から令和7年度財調協議の期間について、財調協議の対象とする年度
と協議を実施する年度の間で、標準行政規模の人数が異なることとなるが、新規提案等
にあたって参照すべき標準行政規模の人数はどちらとするか

15
上記を除き、標準区経費の引き下げにあたり、都区間で共通認識を持つべきと考える点
や、整理すべき課題

【資料１】　35人学級の対応に係る区側提案（経常）に対する都側論点メモ

項目

各
論

その他

経
常
的
経
費

財調協議

調整方法

総論

調整率



【資料２－１】　令和３年度都区財政調整 / 測定単位「児童数」に係る部分を抜粋）

電気料

ガス料

水道料

消耗品費

印刷製本費

防犯ブザー

洗濯代等

結核対策委員会委員謝礼

結核検診問診票

精密検査（直接撮影・喀痰・断層撮影）

心臓検診

アンケート調査

一次検診(心音・心電図）

二次検診(精密検査）

腎臓検診

一次検診

二次検診

　三次検診

脊柱側彎検診

一次検診

二次検診

検診器具滅菌委託

説明(１）参照

特定財源（国庫支出金）

説明(２）参照

特定財源（国庫支出金）

9,953,396円

×

＠43,400円 × 24,480人 × ＝ 212,486,400円
5

122,400円

212,486,400

＠6,711円

＠1,010円

1,075,400 1,075,400円

4,699,291円

×

14,170,812円

× 71人

4,222,810円4,181人 ＝

特 別 支 援 学 級

児童就学援助費

扶 助 費

扶 助 費

3,079,620円

＠5円122,400

561,297

31,327,499

＠7,689円

計

10,968,792円

＝

122,400円

＝

＝

561,297円× 73人

793,297

＝

児 童 検 診 費 委 託 料

＝

270人＠11,406円 ×

×

24,480人

119,275,500円

126,854,400円

2,299,300円

42,753,000円

1,669,500円

1

教育用コンピュータ整備費（24,480人分、5年リース）

測 定 単 位

内 容 説 明

24,373,700円

60,533,500円

児 童 数小 学 校 費

節　　　名

経 費 の 種 類

学 校 運 営 費

経　　　費

円

375,459,600

事　業　区　分

結核健康診断費 報 償 費

需 用 費

委 託 料

591,320,700

就 学 奨 励 費

2,299,300役 務 費

109,600

要保護準要保護

計

使用料及び
賃 借 料

備品購入費

需 用 費

109,600円＝4回

915,980円＝130人

＝

＝

＠27,400円

3,309,924円

× 24,480人

× 906人

476,481円

6,619,850

2,504,000円

8,714,880円

＠7,046円

×

＝

205,734,813

124,575円

×

＠2,564円 4,278人

＠5円

×

24,480人

＠356円

＠356円

基
　
　
　
　
　
　
　
 
 
　
準
 
 
　
　
　
　
　
　
　
　
的
　
　
 
 
　
　
　
　
　
　
経
　
　
　
　
 
 
　
　
　
　
費

322,536円



特定財源（諸収入）

要保護準要保護児童就学援助費

特別支援学級就学奨励費

日本スポーツ振興センター共済掛金（保護者負担分）

10,134,720円

×
10

＝ 20,599,920円

＠460円 × 24,480人 ×
10

＝

負担金補助
及び交付金 20,599,920 一般児童分 ＠935円 × 24,480人

合 計

124,575円

3,309,924円

9

10,134,720円

856,396,079

特
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
定
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
財
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
源

諸 収 入 10,134,720

円

振 興 セ ン タ ー

日 本 ス ポ ー ツ

事　業　区　分

単 位 費 用

合 計

差 引 一 般 財 源

数 値

13,569,219

国 庫 支 出 金 3,434,499

842,826,860円

34,429円

共 済 掛 金

24,480人

9

基
 
準
 
的
 
経
 
費

円

節　　　名 経　　　費 内 容 説 明

【資料２－２】　令和３年度都区財政調整 / 測定単位「児童数」に係る部分を抜粋）

経 費 の 種 類 小 学 校 費 測 定 単 位 児 童 数



【資料２－３】　令和３年度都区財政調整 / 測定単位「児童数」に係る部分を抜粋）

説明（１）

差引一般財源

国庫補助金ａ （ｂ-ａ）

円 円 人 円 人 円

1
2

遠 足 ＠1,920 × 2,278

音楽鑑賞教室 ＠460 × 380

夏 期 施 設

（ 林 間 ）

夏 期 施 設

（ 臨 海 ）

＠240 × 1,224 293,760

＠11,000 × 408 4,488,000

124,575 90,228,515

(低学年）

(中学年）

(高学年）

1

2

(要)＠45 × 170

(準)＠705 × 2,278

0 115,381,723

124,575 205,610,238

760

2,862,540

0××(要)＠12,000

×

×

＠46,046

5,393,340

342

113,742,156

＠53,823 ×

342

＠7,400 ×

合　　　計 205,734,813

1,070,190

2,530,800

293,760

4,488,000

90,353,090

部 活 動 費

小　　　計

要 保 護 準 要 保 護 児 童 就 学 援 助 費 積 算

通 学 費

修 学 旅 行 費

校 外 授 業

宿

泊

を

伴

う

校

外

活

動

費

積　算　基　礎

宿

泊

を

伴

わ

な

い

校

外

活

動

費

小　　　計

学 用 品 費

卒業記念アルバム

移 動 教 室

115,381,723

2,215,400

通 学 用 品 費

新入学学用品費等

35,741,820

歳　　　　　　　　入 歳　　　　　　出

積　　算　　基　　礎

＠15,690 2,27835,741,820

円

項　　　　目

×19,402,800

×

所 要 額 ｂ

＠51,060 380 19,402,800

6,054,620 ＠3,190 × 1,898 6,054,620

283,640

124,575 ＠22,650 × × 11 10,860,960 ＠26,620 × 10,736,385

7,834,150

4,373,760

174,800

＠5,830 380

＠1,410 ×

×

759

保 健 医 療 費 0

給 食 費

日本スポーツ振興
センター共済掛金

1,613,640

0

25,927

(要)＠25,927 ×

×

1

＠40,520 ×

408

1,613,640

113,742,156

759

＠49,918 759

25,927

(準)＠43,669

7

＠8,370 ×

283,640



【資料２－４】　令和３年度都区財政調整 / 測定単位「児童数」に係る部分を抜粋）

説明（２）

差引一般財源

国庫補助金ａ （ｂ-ａ）

円 円 人 円

（低学年）
1

2

（中学年）

1

2

（高学年）

1

2

1
2 1

2

1
2

1 1
2 2

1 1
2 2

1 1
2 2

1 1
2 2

1 1
2 2

3,309,924 6,619,850 3,309,926

× 3,082,800通 学 費 1,541,400 ＠3,082,800

＠51,380

＠51,380

32

× 34

× 32

×

×

1
2

＠53,383

＠49,632

＠45,650

×

36,80092×

× × 28

3

校外活動費（宿泊を
伴 わ な い も の ）

16,185

交 流 学 習 交 通 費

× 570,360 ×

42,435× ＠3,690 ×
校 外 活 動 費
（宿泊を伴うもの）

21,217 ＠42,435

285,180 ＠570,360学 用 品 費

×

特 別 支 援 学 級 就 学 奨 励 費 積 算

×

36,800 ＠73,600 ×

＠32,370

所 要 額 ｂ

2,424,290

＠1,050

21,21823

合　　　計

357,770 ＠51,110 ×新 入 学 用 品 費 178,885 ＠357,770

18,113

× 13

× 28

×

×

×

×

285,180

1,212,145

1,541,400

× 14 178,885

98

46×

16,185×

1,212,145

73,600 ＠1,600

32,370 ＠21,580 ×

＠1,050

＠2,424,290 ×

×

項　　　　目

円

積　　算　　基　　礎

歳　　　　　　　　入 歳　　　　　　　　　出

36,225

積　　算　　基　　礎

円

学 校 給 食 費

修 学 旅 行 費

18,112 ＠36,225 ×
2
1

＠11,640



№ 確認事項等

1
・「35人学級への対応として特別教室等から普通教室への転用工事（以下、転用工事）」
について、態容補正による算定が適当であるとする考え

2
・「特別教室等」の具体的な定義
・35人学級への対応のみを目的とした転用工事の捕捉状況

3 ・地方交付税制度における転用工事実施経費の算定状況及び方法

4 ・地方交付税制度における算定方法と、区修正案の方法の相違点及びその理由

5
・「知事が算定した普通教室化工事施工教室数」の算出方法と算定にあたる数値の確認方
法

6 ・対象とする転用工事の特別教室等毎の具体的工事内容

7
・転用工事の中に老朽化対策工事が含まれる場合が想定されるが、算定している大規模改
修経費との切り分けはどのようにするのか

8
・転用工事の実施事由として、35人学級への対応に加え人口増によるもの等も考えられる
が、この対象教室数について、客観性を担保した数値確認が可能となる方法
・合わせて、実施事由に35人学級への対応以外のものも含まれた際の確認方法

9
・平成31年度財調協議において、「特別教室ごとに改修経費は異なることは明白であるか
ら、特別教室ごとに経費を設定すべき」との都側が指摘した事項の反映状況

10 ・各区の転用工事の決算額について、同一種別の特別教室でも乖離が見られる理由

11
・態容補正の区案により、平成30年度から令和２年度までの３か年実績で試算した場合、
充足率が約45％の区から約650％の区までバラつきが生じるため適切な区間配分となって
いない。この点についての区側の見解

12
・国の「学校施設環境改善交付金」は、転用工事も交付対象としているか、伺う。交付対
象となる場合、過去の実績によらず補正式にも特定財源として設定すべき

13
・転用工事は地方債の対象となるのか。地方債の対象となる場合、起債を基本とした算定
とすべき

14
・態容補正の修正案についても、令和６年度までの時限算定か
・算定の対象となる転用工事の実施年度はいつか

15 ・区修正案の年度別対象工事数とその想定影響額

その他

投
資
的
経
費

総論

【資料３】　35人学級の対応に係る区側提案（投資）に対する都側論点メモ

項目

１教室あたり
費用

特定財源

補
正
式

対象教室数
（対象工事）

地方交付税制度


